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第 1 章 序論 

1-1 研究背景 

1-1-1 光ファイバ通信の発展 

今⽇の我々の⽣活において、光ファイバ通信は情報社会を⽀える重要なインフラ基盤とな
っている。その光ファイバ通信の研究は、1966年に Standard Telecommunication Laboratories

の K. C. Kaoらによる⾼純度⽯英ガラス繊維を⽤いた光通信の可能性についての報告に端を
発していると⾔われている[1]。その 4年後の 1970年には、アメリカのガラスメーカである
Corning社が、波⻑ 632.8 nmにおいて光損失が 20 dB/kmという低損失な⽯英系光ファイバ
を開発した[2]。また、それと同時期に Bell研の I. Hayashiらが GaAs系半導体レーザの室温
での連続発進に成功し[3]、光ファイバ通信システムの研究開発が本格化した。偶然にも、低
損失光ファイバの開発と、実⽤化に耐えうる半導体レーザの登場が重なったこともあり、
1970 年は光通信元年と⾔われている。光ファイバの研究が開始された当初は、主に MMF 

(Multi Mode Fiber)が研究されていたが、更なる低損失化および伝送帯域の拡⼤を実現する
SMF (Single Mode Fiber)へと研究対象が変化していった。1979 年には、NTT により光波⻑
1550 nmにおいて 0.2 dB/kmの低損失な光ファイバを実現した報告がされた[4]。光ファイバ
の研究の進展に伴い、半導体レーザの発振波⻑も光ファイバで低損失化が望める 1.3 µm帯
や 1.5 µm帯へと変わっていった。 

光ファイバや半導体レーザに関する研究の進展とともに、光ファイバ通信システムの実⽤
化に向けた研究開発も盛んに⾏われた。⽇本国内においては、1985 年には旭川から⿅児島
までを縦貫する光ファイバ通信システムが導⼊された[5]。その後、1989 年には太平洋を横
断する海底光ケーブルシステムが導⼊された。また、1989 年にはさらなる⻑距離通信に向
けて、1.5 µm 帯における光増幅を可能とする希⼟類であるエルビウムを添加した光ファイ
バを⽤いた光増幅器である EDFA (Erbium Doped Fiber Amplifier)の有⽤性が実証された[5]。
それまでの⻑距離通信においては、ある⼀定の間隔で中継機にて光信号を⼀度電気信号に
変換し、再⽣処理した後に再度光信号に変換するという光 /電 /光 (O/E/O: 

Optical/Electrical/Optical)中継機を⽤いていたが、EDFA の登場により中継間隔を⼤きく延伸
することが可能となった。その後、EDFA による波⻑多重(WDM: Wavelength Division 

Multiplexing)信号の⼀括増幅技術や、PLC (Planar Lightwave Circuit)技術を⽤いた波⻑合分波
器である AWG (Arrayed Waveguide Grating)[6]の実現により、単⼀光ファイバ内で同時に複数
の光信号を伝送する⻑距離 WDM 中継光伝送システムの検討が本格化した。1999 年に、
WDM中継伝送システムが実⽤化されて以降、国内の中⻑距離の光通信システムや、⼤陸間
を接続する海底光ケーブルシステムなどを⽀える基盤技術として導⼊が進められた。現在
では、40 Gbit/sの光信号を 40波多重した 1.6 Tbit/sのWDM伝送システムが商⽤導⼊されて
いる[7]。 
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また、近年では、さらなる伝送容量や伝送距離の拡⼤に向けて、従来の強度変調・直接検
波(IM-DD: Intensity Modulation – Direct Detection)⽅式よりも⾼い受信感度の実現が可能なコ
ヒーレント受信技術と、デジタル信号処理(DSP: Digital Signal Processing)技術を組み合わせ
たデジタルコヒーレント技術の研究開発が盛んに⾏われている。2004年に、⾼速な DSP 回
路とコヒーレント検波技術を組み合わせることで、これまで制御が難しいとされていた光
の位相や偏波の処理を DSP 回路で実現し、⾼速かつ⻑距離伝送を可能とする提案がされた
[8]。コヒーレント受信技術と DSP技術を組み合わせることで、光信号が光ファイバ中に被
った波⻑分散や偏波分散による波形歪みを補償することできるようになり、伝送距離の拡
⼤が可能となった[9]。また、DSP 技術を⽤いた信号処理は、様々な多値度への対応も可能
で、⾼多値化することで、伝送速度の向上が望める。これまでに、デジタルコヒーレント伝
送技術を⽤いた１波⻑あたり 100 Gbit/sの光通信システムが商⽤導⼊されている[10]。 

さらに、近年では、伝送容量の⼤幅な向上を⽬指して、⼀本の光ファイバに複数のコアを
形成したMCF (Multi Core Fiber)を⽤いた SDM (Space Division Multiplexing)技術が検討され
ている。さらには、光ファイバ中を伝播する光のモードを活⽤した MDM (Mode Division 

Multiplexing)技術が提案され、MCFと組み合わせた⾼速光伝送に関する検討が⾏われている
[11]。まだまだ研究レベルではあるが、MCFを⽤いた SDM技術を適⽤することで、光通信
システムの伝送容量の抜本的な向上が期待されている。 

以上のように、光ファイバ通信の世界では、伝送容量および伝送距離の拡⼤を⽬指して、
様々な技術が研究されてきた。 
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1-1-2 ブロードバンドサービスの進展とアクセスネットワークの光化 

1990年代半ばから、それまで⽤途が限られていたインターネットが⼀般家庭にも普及して
いった。インターネット普及初期のころは、電話回線などのメタルケーブルで 64~128 kbit/s

のデジタル通信が可能な ISDN (Integrated Services Digital Network)回線が主に使⽤されてい
た。その後 1999 年に、1 Mbit/s を超える⾼速なデータ通信が可能な ADSL  (Asymmetric 

Digital Subscriber Line)サービスが登場した。ADSLは、簡単かつ安価にブロードバンドサー
ビスを提供することが可能なこともあり、その利⽤者数を⼤きく増やしていった。しかしな
がら、ADSLは、収容局舎からの距離や外部ノイズなどの影響により回線速度が変化してし
まうという課題があり、安定した通信サービスの提供が困難であった。 

2001年には、ADSLに代わる新たなブロードバンドサービスとして、通信局舎とユーザ宅
を光ファイバで接続し、⾼速な光ファイバ通信サービスを提供する FTTH(Fiber-To-The-

Home)サービスが導⼊された[12]。FTTH サービスは、中継光伝送システムと同じく、低損
失かつ広帯域な伝送路である光ファイバを伝送媒体に⽤いることで、ADSLなどのメタルケ
ーブルを⽤いた通信サービスよりも格段に安定したブロードバンドサービスを提供可能で
ある。図 1-1に、我が国におけるブロードバンドサービスの加⼊者数の推移を⽰す[13]。ADSL

の加⼊者数は、2006年をピークに徐々に減少していった。その⼀⽅で、FTTHは加⼊者数を
増やしていき、2008年には ADSLの加⼊者数を上回り、国内におけるブロードバンドサー
ビスの主役へと躍り出た。2022年６⽉末時点における FTTH加⼊者数は 3700 万加⼊を超え
ている。しかしながら、モバイルサービスなどの台頭もあり、FTTHの加⼊者数の増加はや
や鈍化している。今後も FTTH サービスを発展させていくには、光アクセスネットワークの
さらなる⾼度化を検討する時期にあると⾔える。 
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図 1-1 ⽇本におけるブロードバンドサービスの加⼊者数の推移 

  

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022

FTTH

DSL

CATV

LTE

年

契
約
者
数
(百
万
加
入
)



 5 

1-1-3 光アクセスシステム(PONシステム)の概要 

ここでは、光アクセスシステムとして、世界的に広く導⼊されている PONシステムについ
て説明する。PONシステムは、再掲になるが Passive Optical Networkの略称である。その名
の通り Passive (受動)な光部品と光ファイバを介して、複数ユーザと⼀つの局舎装置(OLT: 

Optical Line Terminal)に接続するツリー構造をしたポイント・トゥ・マルチポイント型の光
アクセスシステムである。その中でも、⾼い経済性を有することで、広く使⽤されているの
が TDM-PON (Time Division Multiplexing-PON)である。TDM-PONシステムの概略図を図 1-

2(a)に⽰す。TDM-PON は、⽇本国内においても広く導⼊されており、FTTH サービスを⽀
えている光アクセスシステムとなっている。TDM-PONシステムでは、通信局舎に設置され
た局舎装置である OLTと、各加⼊者宅に設置された複数の ONU (Optical Network Unit)が、
伝送路である光ファイバと伝送路中に設置されたパワースプリッタを介して接続される。
TDM-PON では、複数の加⼊者で OLT や光ファイバ、パワースプリッタなどの設備を共有
することができるため、⾼い経済性を実現している。また、⼀般的なコアネットワークやメ
トロネットワークの光伝送システムでは、光信号の送受に別々の光ファイバを⽤いている
のに対して、PON システムでは光ファイバの敷設コストの観点から、１本の光ファイバを
⽤いて双⽅向通信を⾏っている。そのため、ONUから OLTに送信する上り信号と、OLTか
ら ONU に送信される下り信号では、それぞれ異なる波⻑を⽤いて双⽅向通信が⾏われる。 
各 ONU から送信される上り信号は、間⽋的なバースト信号となり、時間軸上で多重され
る(図 1-2(b))。このとき、OLT では ONU から送信される上り信号が衝突しないように予め
各 ONUから送信される上り信号の送信タイミングを制御している。また、OLTでは上りバ
ースト信号を受信するための、バースト対応光受信器が必要になる。さらには、遠距離の
ONU からの弱い光パワーの光信号を受信するための⾼感度化だけでなく、近距離の ONU

からの強い光パワーの光信号に対しても良好な感度特性を実現する広いダイナミックレン
ジを有する光受信器が必要となる。これまで、10G 級の TDM-PON システムの研究開発に
おいて、物理層における重要な要素技術として上りバースト信号に対応した光受信技術の
研究開発が多く⾏われた[14-16]。なお、このバースト送受信技術は、TDM-PONシステム特
有の技術である。 

次に、TDM-PON をベースに、さらなる⼤容量化や柔軟性の向上を実現する次世代の光ア
クセスシステムとして標準化された TWDM-PONシステム[17]について説明する。図 1-3に、
TWDM-PON システムの構成図を⽰す。TWDM-PON では、TDM-PON と同様の時間軸上に
多重する TDM技術だけでなく、WDM技術を組み合わせることで、PONシステムの⼤容量
化と柔軟性の向上を実現している。OLT は、それぞれ異なる波⻑に対応した OSU (Optical 

Subscriber Unit)と、各波⻑の光信号を合分波するための光合分波器から構成される。⼀⽅、
ONU は波⻑可変性を有する光送受信器を搭載している。上り／下り信号では、それぞれ 4

つの波⻑を使⽤することが可能で、その中から最適な波⻑が OLT によって各 ONU に割り
当てられる。各波⻑チャネル内では、TDM技術を使⽤してユーザを多重している。このよ
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うにして、TDM技術とWDM技術を併⽤することで、システム全体の⼤容量化を実現して
いる。また、波⻑ごとに割り当てるサービスを変えることで、⼀つの PONシステムで複数
の光サービスを収容することもできるため、TWDM-PONは従来よりも柔軟性が⾼いシステ
ムである。 

 

 

図 1-2 (a)TDM-PONの構成図と(b)上りバーストフレーム 

 

 

図 1-3 TWDM-PON(NG-PON2)の構成図 
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1-1-4 光アクセスシステムの標準化動向 

光アク セスシステムの標 準化については、⼤きく分けて ITU-T (International 

Telecommunication Union Telecommunication standardization sector)と IEEE (The Institute of 

Electrical and Electronics Engineers)の⼆つの団体で⾏われている。ITU-Tでは、各国の通信会
社が中⼼となり、各社が保有するネットワーク上で⽤いるための PONシステムに関する技
術の標準化活動を進められてきた。⼀⽅、IEEEでは、LAN (Local Area Network)で最も普及
している通信プロトコルである Ethernetの技術をベースとした Ethernet-PON (E-PON)の標準
化が⾏われている。 

図 1-4に、ITU-Tと IEEEにおける PONシステムの標準化動向、および LANの規格である
Ethernetの標準化動向を⽰す。ITU-Tでは、信号のフレーム形式に依存しない PONシステム
の標準化が進められるのに対して、IEEEでは Ethernetフレームを PONシステムで伝送する
ことを前提とした標準化が進められている。ITU-Tにおける PONシステムの標準化は、1997

年の B-PON (Broadband-PON)システムの標準化を⽪切りに、そのビットレートが上がってい
く形で標準化が進められていった。図 1-4に⽰す通り、ビットレートの観点で、Ethernetで
ポイントツーポイントの規格が標準化された数年後に ITU-T や IEEE で同等のビットレー
トを有する PON システムが標準化されるという関係にある。⽇本国内では、2001 年に B-

PONシステムを⽤いた FTTH サービスが商⽤化され、さらに 2004年には IEEEで標準化さ
れた GE-PON が商⽤導⼊されている。従来はインターネットをメインのアプリケーション
として使⽤されていた FTTH サービスだが、様々な⾳楽配信サービスや VOD (Video On 

Demand)による映像配信サービスの普及などにより、さらなる⾼速化への対応が求められる
ようになった。この要求に応えるために、10G 級の光アクセスシステムとして、IEEEでは
10G-EPON (10 Gigabit-Ethernet-PON)の標準化が進められ、2009年に完了した[18]。⼀⽅、ITU-

Tでは同じく 10G 級のシステムとして、XG-PON (10Gigabit-capable PON)の標準化が進めら
れ、2010年に完了している[19]。10G 級の FTTH サービスとして、国内では 2015年に XG-

PON、さらに 2020年には 10G-EPONがそれぞれ商⽤導⼊されている[20,21]。⼀⽅で、海外
に⽬を向けると、昨今では中国において G-PONや XGS-PONをベースとした FTTH サービ
スが広く普及し、加⼊者数は４億を超えている[22]。 

表 1-1 に、ITU-T で標準化された XG-PON/XGS-PON、および IEEE で標準化された 10G-

EPONシステムの標準化規格の概要を⽰す[18,19,23]。XG-PONシステムの伝送速度は、上り
が 2.5 Gbit/s、下りが 10 Gbit/sの⾮対称構成(XG-PON)、および上り下り共に 10 Gbit/sの対
称構成(XGS-PON)が標準化されている。10G-EPONでは、上りが 1.25 Gbit/s、下りが 10 Gbit/s

の⾮対称構成、および上り下り共に 10 Gbit/s の対称構成が標準化されている。また、最⼤
伝送距離や最⼤分岐数は ONU や OLT に搭載される光トランシーバの性能限界により決定
され、⼀般的には最⼤伝送距離が 20 km、最⼤分岐数が 64 分岐とされている。ITU-T では
次世代の PONシステムとして、サービス提供対象をマスユーザに限定せず、ビジネスユー
ザや近年トラヒックが急増しているモバイルネットワークなど、複数の通信サービスまで
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拡張することを想定した NG-PON2 (Next Generation-PON2)の標準化の議論を⾏い、2015年
に標準化が完了している[24]。本規格では、多重化⽅式として TDM ⽅式とWDM ⽅式の技
術を融合させた TWDM (Time and Wavelength Division Multiplexing)-PONを採⽤し、複数のサ
ービスをWDM技術により同⼀の PONシステムに収容、それぞれの波⻑では TDM技術に
より複数のユーザを多重する。NG-PON2では、上りと下り共に 1波⻑あたり最⼤伝送速度
が 10 Gbit/s、波⻑多重数が 4波⻑とし、システム全体で最⼤ 40 Gbit/sの伝送容量をサポー
トする。また、最⼤伝送距離と最⼤分岐数はそれぞれ 40 km、256分岐に対応している。NG-

PON2では、各 ONUが送受信する波⻑をダイナミックに切り替えることが可能で、各波⻑
に収容するユーザ数を柔軟に変更することができる。これにより、波⻑間で収容ユーザ数の
偏りをなくし、割り当てる帯域の公平性を改善することができる[25]。さらには、ある波⻑
に対応した OLTが故障した場合には、ONUが送受信波⻑を切り替えることで、他の波⻑に
対応した OLT にて通信を復旧させることが可能となり、通信インフラとしての光アクセス
システムの信頼性を⼤きく向上することができる[26]。 

光アクセスネットワークのさらなる⾼速化に向けて、IEEEでは 2015年に１波⻑あたり 25 

Gbit/s以上のビットレートに対応した PONシステムの標準化の議論が開始され、2020年に
50G-EPONとして、標準化された[27]。ITU-Tでも同様に、1波⻑あたり 10G 超の PONシス
テムとして、50G-PON (G.9804)の標準化が 2021年に完了した[28]。表 1-2に、50G-EPONと
50G-PON の標準化規格の概要を⽰す。50G-EPON では、50G 級の伝送速度を実現するため
に、１波⻑あたり 25 Gbit/sの信号を 2波⻑使⽤している。⼀⽅、50G-PONでは、１波⻑で
50 Gbit/sの伝送速度を実現している。50G 級 PONでは、従来の PONシステムと同様に IM-

DD ⽅式を⽤いることを想定した議論がされていた。これまでの PON システムとの⼤きな
違いとしては、従来は上り⽅向通信に 1.3 µm帯、下り⽅向通信に 1.5 µm帯の波⻑がそれぞ
れ使⽤されていたのに対して、50G-PON ではビットレートの⾼速化に伴い、光ファイバ中
の波⻑分散による信号劣化を懸念し、上りと下り共に光ファイバの波⻑分散が⾮常に⼩さ
い 1.3 µm帯の波⻑を⽤いることを前提としている。変調⽅式としては、従来から使⽤され
ていた NRZ (Non-Return-to-Zero)⽅式に加えて、Baud Rateはそのままに多値化による⾼速化
が望める PAM (Pulse Amplitude Modulation)-4などが検討された結果、シンプルな送信器構成
を⽤いることが可能な NRZ ⽅式が採⽤された。また、標準化の議論の中では、ビットレー
トの⾼速化に伴い最⼩受光感度が劣化することが課題となるため、光送信器の出⼒パワー
や、光受信器の受信感度などの物理パラメータの議論が盛んに⾏われた。 
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図 1-4 PONシステムの標準化動向 

 

表 1-1 10G-EPONシステムおよび XG-PONシステムの標準化規格 

 
 

表 1-2 次世代 PONシステムの標準化規格 

1990 2000 2010 2020

10M

100M

1G

10G

100G
100GbE

40GbE
10GbE

1GbE

100BASE-T

10BASE-T

B-PON

GE-PON

G-PON
XG-PON

10G-EPON

50G-EPON

50G-PON
NG-PON2

IEEE Ethernet

IEEE PON

ITU-T PON

Bi
t r

at
e 

(b
it/

s)

Year (年)

システム名 10G-EPON XG-PON XGS-PON

標準化規格 IEEE802.3av ITU-T G.987 ITU-T G.9807

標準化完了時期 2009年10月 2010年6月 2016年6月

伝送速度
上り 1.25 / 10.3125 Gbit/s 2.5 Gbit/s 10 Gbit/s

下り 10.3125 Gbit/s 10 Gbit/s 10 Gbit/s

使用波長
上り 1260 – 1280 nm 1260 – 1280 nm 1260 – 1280 nm

下り 1575 - 1580 nm 1575 - 1580 nm 1575 - 1580 nm

伝送距離 10 /  20 km 20 / 40 km 20 / 40 km

光線路損失
(バジェットクラス）

5 - 20 dB (PR10)
10– 24 dB (PR20)
15– 29 dB (PR30)

14 - 29 dB (N1)
16 - 31 dB (N2)
18 - 33 dB (E1)
20 – 35 dB (E2)

14 - 29 dB (N1)
16 - 31 dB (N2)
18 - 33 dB (E1)
20 – 35 dB (E2)

収容ONU数 32台以上 32台以上 32台以上
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システム名 50G-EPON 50G-PON

標準化規格 IEEE802.3ca ITU-T G.9804

標準化完了時期 2020年7月 2021年9月

伝送速度
上り 10/25/50 Gbit/s 12/25/50 Gbit/s

下り 50 Gbit/s 50 Gbit/s

使用波長

上り
1260 – 1280 / 

1290 - 1310 nm
1260 – 1280 / 

1290 -1310 nm

下り
1340-1344 / 

1356 – 1360 nm 1340-1344 nm

波長数 2 1

伝送距離 20 km 20 / 40 km

光線路損失
(バジェットクラス）

10– 24 dB (PQ20)
15– 29 dB (PQ30)

14 - 29 dB (N1)
16 - 31 dB (N2)
18 - 33 dB (E1)
20 – 35 dB (E2)

収容ONU数 32台以上 32台以上
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1-2 本研究の⽬的および課題  

1-2-1 広域光アクセスネットワークおよびマルチサービス収容への要求 

これまでに述べた通り、経済性の⾼い PON システムをベースにした FTTH サービスの普
及により、国内におけるブロードバンドサービスは広く普及していった。また、標準化の観
点では、ユーザ数の増加や年々増加するトラヒックや、FTTHで提供されるサービスの多様
化に対応するため、ビットレートの⾼速化だけでなく、TWDM-PONのようにWDM技術も
組み合わせることで柔軟性の向上を⽬指した PONシステムが標準化されてきた。さらに将
来の光アクセスネットワークでは、モバイル通信サービスや IoT (Internet of Things)などを活
⽤したセンサネットワークなど、光通信を使⽤した多種多様なサービスが展開されること
が予想される。そのため、そのような様々なサービスの異なる要求条件に対し、従来のよう
な経済性を維持しつつも、⾼柔軟かつ⾼効率に様々な通信サービスを提供可能な光アクセ
スシステムが必要とされる。 

光アクセスネットワークの効率を向上させるには、PONシステムにおけるサービス提供エ
リア(伝送距離)、および収容ユーザ数(分岐数)を拡⼤し、単⼀の光アクセスシステムの収容
範囲を広域化することが有効である。現⾏の光アクセスシステムでは、最⼤伝送距離が 20 

kmとなっており、⼀つの収容局でサービスを提供できるエリアを律速する要因となってい
る。そのため、ある⼀定の間隔で通信局舎を設置する必要があり、特に新規構築する場合は
⼤きなコストがかかってしまう。⼀⽅、最⼤収容数についても 64とされており、利⽤する
ユーザ数の増加に伴い、複数の PONシステムを構築する必要が出てしまう。これら、伝送
距離や分岐数は、光送受信器における最⼤光出⼒パワーと最⼩受光感度によって決まるロ
スバジェットによって定義される。そのため、PON システムのロスバジェットの抜本的な
改善をすることで、最⼤伝送距離や分岐数を拡⼤することが可能となる。例えば、最⼤伝送
距離を拡⼤することで、アクセス局舎に配置されていた局内装置(OLT)をよりコアネットワ
ークに近いメトロ局舎に集約することが可能となり、通信局舎の統廃合による OPEX 

(Operation Expenditure)や CAPEX (Capital Expenditure)といった設備投資や保守運⽤にかかる
コストの⼤きな削減効果が期待できる。 

⼀⽅、現在の光アクセスネットワークで提供される通信サービスは、レジデンシャルやビ
ジネス、専⽤線など多岐にわたっている。さらに今後は、Beyond 5Gなどのモバイルサービ
スや、仮想現実(VR: Virtual Reality)サービス、8Kのような超⾼精細映像サービスなど、通信
サービスは益々多様化していくと考えられる。しかし、現有の光アクセスネットワークでこ
れらの多様化したサービスを提供するには、サービス毎にネットワークに必要な通信速度
や提供エリア(距離)などのサービス要件が異なるので、それぞれ個別にネットワークを構築
する必要があり、OPEXや CAPEXが⼤きく増加してしまう。 

以上のように、将来の光アクセスネットワークでは、伝送距離や分岐数を抜本的に改善し、
多種多様なネットワークサービスを⾼効率に収容するために、個々のサービス要件に柔軟
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に対応可能で様々なネットワークサービスを同⼀基盤上で提供可能な新たなネットワーク
システムが求められる。 

以上を鑑み、本研究では多種多様な通信サービスを⾼効率に提供するための広域収容が可
能な光アクセスシステムの実現を⽬指す。その中で本システムを構築するための要素技術
である PONシステムの広域化について検討する。具体的には、伝送距離を従来の倍である
40 kmまで延伸し、50 dB以上のロスバジェットを達成することを⽬指す。この値は、分岐
数でいうと 2048分岐に相当し、従来の 64分岐の PONシステム 32 セット分に当たる。2048

分岐が達成できることで、従来の光アクセスシステムで複数の PONシステムを集線するた
めに使⽤されていたレイヤー2スイッチを省くことが可能となる。これにより、通信システ
ムにかかる消費電⼒を削減することが可能となる。また、伝送速度や伝送距離など、サービ
スごとに異なる要求条件に対して⾼柔軟かつアダプティブに対応可能な新たな光アクセス
ネットワークに関する検討を⾏い、実機による実証を⽬指す。 

 

1-2-2 広域 PONシステムおよびマルチサービス収容に関する研究開発動向 

広域 PON システムを実現するために必要な⻑延化・多分岐化に関する検討はこれまでに
も多く⾏われてきた。シンプルな構成で⻑延化・多分岐化する技術としては、光増幅器を⽤
いることで光ファイバやパワースプリッタなどの伝送路損失を補償する⼿法がある[29-33]。
この⼿法では、光増幅器を伝送路中のどこに設置するかで、その効果が変わってくる。例え
ば、光送信器にてブーストアンプとして使⽤して、光出⼒パワーを向上させることでロスバ
ジェットを改善することができる。しかし、光出⼒パワーを⼤きくしすぎると、⾃⼰位相変
調や誘導ブリルアン散乱など、⾮線形光学効果の影響で光信号が歪んでしまい、逆効果とな
ってしまう。また、光増幅器を伝送路中に設置し、中継増幅器として⽤いる場合は伝送路の
途中に電源が必要となってしまうという課題がある。PONシステムでは、ONU-OLT間を光
ファイバやパワースプリッタなどのパッシブな光素⼦で構築することで、⾼信頼性と⾼い
保守運⽤性を実現している。そのため、伝送路区間に光増幅器のようなアクティブデバイス
を設置することは、望ましくない。次に、受信側に光増幅器を設置し、プリアンプとして使
⽤する⼿法がある。伝送路損失により低下した光パワーを光受信器⼊⼒前に増幅すること
で、受信感度の向上が図れる。しかしながら、受信感度付近のような信号対雑⾳⽐(SNR: 

Signal Noise Ratio)が低い光信号に対しては、光増幅器内で発⽣する ASE (Amplified 

Spontaneous Emission)がノイズとなり、受信感度改善効果が制限されてしまう。 

中継系の光伝送システムで実⽤化されているデジタルコヒーレント伝送⽅式を光アクセ
スシステムに応⽤することで、ロスバジェットを改善する検討がされている[34-36]。デジタ
ルコヒーレント伝送技術は、原理的に従来の直接検波⽅式よりも⾼受信感度化が可能であ
り、前置光増幅器と組み合わせることで、受信感度の抜本的な改善効果が期待できる[37]。
このデジタルコヒーレント伝送⽅式を光アクセスネットワークに適⽤することで、PON シ
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ステムの抜本的な⻑延化・多分岐化の実現が期待できる。 

⼀⽅、光アクセスシステムにおける多種化する光通信サービスへの対応については、ITU-

Tで標準化された NG-PON2において、40 Gbit/s 級の TWDM-PONを基本システムとして新
たなサービスへの対応などの拡張性を考慮し、WDM技術を活⽤したポイントツーポイント
(PtP)の接続構成もWDMオーバーレイオプションとして仕様化されている[24]。WDMオー
バーレイの PtP サービスでは、TWDM-PONと光ファイバやパワースプリッタから構成され
た ODN (Optical Distribution Network)を共有し、ある特定の⼀つの波⻑を PtP サービスとし
て専有的に割り当てることで、モバイルサービスのような伝送速度や遅延要求が厳しい光
通信サービスへの応⽤が期待されている。同様に、同⼀の ODNを⽤いて複数のサービスに
対して、伝送速度などのサービスごとに異なる要求条件に対して⾼柔軟に対応する光アク
セスネットワークが提案されている[38]。⼀⽅、通信に必要となる伝送装置を共通化し、こ
れまで専⽤装置で提供されていた各種サービスに関する機能をソフト化して実装すること
で、⾼効率かつ⾼柔軟に多様なサービスを提供するための技術が検討されている[39]。 

 

1-2-3 光アクセスシステムへのデジタルコヒーレント伝送⽅式の適⽤における課題 

これまで述べてきたように、デジタルコヒーレント伝送⽅式を光アクセスシステムに適⽤
することで、より広域な光アクセスシステムの実現が望める。広域光アクセスシステムにお
ける要求課題を以下のようにまとめる。 

① 広域化およびマルチサービス収容による構築、運⽤コストの削減 

多種多様化する通信サービスに対して個別に光アクセスシステムを構築するのは、
運⽤コストが増加するため望ましくない。そのため、単⼀の光アクセスシステムにお
けるマルチサービス収容を実現し、システム運⽤の⾼効率化を図る必要がある。また、
マルチサービス対応により通信システムが⾼度化することが想定され、システムコス
トが上昇すると考えられる。これに対しては、広域化により収容エリアや収容数を増
⼤させることで、光アクセスシステムの収容効率を向上させ、運⽤コストの削減する
ことが求められる。 

② 多種多様なサービス要件に対応可能な⾼い柔軟性を有する光アクセスシステムの実現 

サービスごとに異なる要求条件(伝送速度、容量、伝送距離など)の通信サービスを単
⼀の OLT で収容する必要がある。そのため、サービスごとの要求やそのときのネッ
トワークの状況などから判断して、最適な光パス構築や帯域および波⻑割当などを柔
軟に設計可能な仕組みが必要になる。 

 

1-3 本論⽂の概要  

本論⽂は全７章からなる。以下に概要を⽰す。 

第１章では、本研究の背景として、我が国におけるブロードバンド通信サービスの状況と
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併せて、光ブロードバンドサービスの普及を⼤きく加速させた PONシステムの概要や標準
化動向について述べた。さらには、将来の光アクセスネットワークの進展および⽬指すべき
⽅向性について述べ、PONシステムの広域化に関する研究動向について説明した。最後に、
本研究の⽬的である広域光アクセスシステムを実現するための課題について説明した。 

第２章では、本研究の⽬標であるメトロ・アクセス統合型ネットワークシステムを実現す
るために最も重要な要素技術であるデジタルコヒーレント伝送技術を光アクセスシステム
へ応⽤する際の課題について述べる。デジタルコヒーレント伝送技術を適⽤した経済的な
PON として、上り⽅向通信にデジタルコヒーレント伝送技術、下り⽅向通信にシンプルな
IM-DD ⽅式を採⽤した TDM-PON について検討し、その中で重要となる加⼊者装置に搭載
する光送信器の経済化について述べる。次に、将来の光アクセスネットワークで展開される
多種多様な通信サービスを同⼀基盤上で収容することを可能とするメトロ・アクセス統合
型ネットワークシステムにおける要求性能や⾼い柔軟性を実現するための検討課題につい
て説明する。また、マルチサービス収容で必要となる通信サービスの多様なプロトコルや変
調⽅式に対して適⽤可能な加⼊者装置の遠隔管理制御技術について述べる。 

第３章では、新たに開発した上りバースト信号に対応した DSPを⽤いてデジタルコヒーレ
ント伝送技術を適⽤した PONシステムを実機で構築し、システムレベルでのリアルタイム
での 10 Gbit/s 双⽅向 40 km伝送実験を⾏い、従来システムの 64倍に相当する収容数が実現
可能な 50 dB以上のパワーバジェットを実験により⽰す。 

第 4章では、加⼊者装置への搭載できるレベルの経済的な光送信器の実現を⽬指し、直接
変調レーザ(DML: Directly Modulated Laser)を⽤いたシンプルなバーストモード光送信器を
提案し，Continuous Phase Frequency Shift Keying (CPFSK)という変調⽅式を⽤いたバースト
対応光送信器を提案および実証する。また、その際に課題となるキャリア周波数オフセット
(CFO: Carrier Frequency Offset)についても、受信側のデジタル信号処理にて、シンプルなア
ルゴリズムにより CFO 補償を実現する⼿法を新たに提案し、実機により実証する。これに
より、加⼊者装置の光送受信器において、従来の PONシステムと同等レベルの経済性を担
保しつつ、デジタルコヒーレント伝送技術を応⽤することで、広域光アクセスシステムに必
要とされる 50 dB以上のロスバジェットが実現可能となる。 

第５章では、様々なネットワークサービスを収容する広域光アクセスネットワークとして
エラスティック光アグリゲーションネットワーク (EλAN: Elastic Lambda Aggregation 

Network)を提案し、実機による検証結果について述べる。具体的には、EλANにおける災害
時のファイバ断を想定した故障発⽣時の冗⻑システムへの切替動作の検証を⾏い、最適な
経路や冗⻑システムを⾃動で選定する切替動作を世界で初めて実証する。切替動作により、
伝送距離が 20 kmから 40 kmに延伸するため、QPSK (Quadrature Phase Shift Keying)や 16-

QAM (Quadrature Amplitude Modulation)といった変調⽅式を柔軟に変更することで、通信品
質を落とさず 10秒以内に復旧することが可能であることを⽰す。 

第６章では、第５章までに検討した広域光アクセスシステムをさらに発展させ、光-電気-
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光変換処理を極⼩化したさらに将来の新たなネットワークについて述べる。また、そのよう
な究極のフォトニックネットワークにおいて、特定の変調⽅式やプロトコルに無依存で、電
気処理を介すことなくユーザ装置の監視・制御を可能とする遠隔監視制御⽅式およびシス
テム構成について提案し、end-to-endで光直結されたユーザ装置間で、主信号に影響を与え
ることなく経路中で制御信号の監視・挿⼊が可能であることを実機により実証する。 

最後に、第 7章で本論⽂の結論を述べる。 

以上のように、本研究では伝送速度や伝送遅延などの要求条件、伝送⽅式が異なる多種多
様ネットワークサービスを単⼀のネットワークで収容可能な新たなネットワークシステム
として、デジタルコヒーレント技術を応⽤した広域光アクセスシステムを提案し、実機実証
を通じてその有効性を⽰す。デジタルコヒーレント技術を⽤いることで、光アクセスシステ
ムの抜本的な⻑延化・多分岐化だけでなく、⾼い柔軟性も同時に実現することが可能となる。 
  



 16 

参考⽂献 

[1] K. C. Kao, and G. A. Hockham, “Dielectric-fiber surface waveguides for optical frequencies,” 

IET Electrical Engineers, vol. 113, no. 7, pp. 1151-1158, 1966. 

[2] F. P Kapron, D. B. Keck, and R. D Maurer, “Radiation losses in glass optical waveguides,” Appl. 

Phys. Lett., vol. 17, pp. 423, 1970. 

[3] I. Hayashi, M. B. Panish, P. W. Foy, and S. Sumski, “Junction lasers which operate continuously 

at room temperature,” Appl. Phys. Lett., vol. 17, pp. 109, 1970. 

[4] T. Miya, Y. Terunuma, T. Hosaka, and T. Miyoshita, “Ultimate low-loss single- mode fiber at 1.55 

µm,” IET Electron. Lett., vol. 15, no. 4, pp. 106-109, 1979. 

[5] K. Hagimoto, K. Iwatsuki, A. Takada, M. Nakazawa, M. Saruwatari, K. Aida, and K. Nakagawa, 

“250 km nonrepeated transmission experiment at 1.8 Gb/s using LD pumped Er3+-doped fiber 

amplifiers in IM/direct detection system,” IET Electron. Lett., Vol. 25, No. 10, pp. 662-664, 1989. 

[6] H. Takahashi, S. Suzuki, and I. Nishi, “Wavelength multiplexer based on SiO2- Ta2O5 arrayed-

waveguide grating,” IEEE/OSA J. Lightw. Technol., vol. 12, no. 6, pp. 989-995, 1994. 

[7] 松⽥俊哉, 松岡伸治, “東名阪基幹伝送路に導⼊した 40G-DWDMシステムの開発,” NTT

技術ジャ-ナル, Vol. 20, No. 4, pp. 58-61, 2008. 

[8] M. G. Taylor, "Coherent detection method using DSP for demodulation of signal and subsequent 

equalization of propagation impairments," in IEEE Photonics Technol. Lett., vol. 16, no. 2, pp. 

674-676, 2004. 

[9] 鈴⽊扇太, 宮本裕, 富澤将⼈, 坂野寿和, 村⽥浩⼀, 美野真司, 柴⼭充⽂, 渋⾕真, 福知
清, 尾中寛, 星⽥剛司, ⼩牧浩輔, ⽔落隆司, 久保和夫, 宮⽥好邦, 神尾享秀, “光通信ネ
ットワークの⼤容量化に向けたディジタルコヒーレント信号処理技術の 研究開発” 電
⼦情報通信学会誌, vol. 95, no. 12, pp. 1100-1116, 2012. 

[10] NTTコミュニケーションズ, 「⽇⽶間海底ケーブル「PC-1」における最新の光通信技術
「100Gbpsデジタルコヒーレント」を活⽤した通信容量の拡張について」, 2013年7⽉17

⽇. 

https://www.ntt.com/content/dam/nttcom/mig2/release/monthNEWS/detail/pdf/20130717.pdf 

[11] T. Sakamoto, K. Saitoh, S. Saitoh, Y. Abe, K. Takenaga, A. Urushibara, M. Wada, T. Matsui, K. 

Aikawa, and K. Nakajima, "Spatial Density and Splicing Characteristic Optimized Few-Mode 

Multi-Core Fiber," J. Lightw. Technol. Vol. 38, pp. 4490-4496, 2020. 

[12] H. Shinohara, “Broadband access in Japan: Rapidly growing FTTH market,” IEEE Commun. 

Mag., vol. 43, no. 9, pp. 72-78, 2005. 

[13] 総務省通信統計データ ベース「ブロードバンド契約者数等の推 移」，
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/field/data/gt010103.xls 

[14] H. Nakamura, S. Kimura, K. Hara, N. Yoshimoto, M. Tsubokawa, M. Nakamura, K. Nishimura, 

A. Okada, and Y. Ohtomo, “AC-coupled burst-mode transmitter using baseline-wander common-



 17 

mode-rejection technique for 10-Gbit/s-class PON systems,” IEEE/OSA J. Lightw. Technol., vol. 

27, no. 3, pp. 336-342, 2009. 

[15] S. Nishihara, S. Kimura, T. Yoshida, M. Nakamura, J. Terada, K. Nishimura, K. Kishine, K. Kato, 

Y. Ohtomo, N. Yoshimoto, T. Imai, and M. Tsubokawa “A burst- mode 3R receiver for 10-Gbit/s 

PON systems with high sensitivity, wide dynamic range, and fast response,” IEEE/OSA J. Lightw. 

Technol., vol. 26, no. 1 pp. 99- 107, 2008. 

[16] K. Hara, S. Kimura, H. Nakamura, N. Yoshimoto, and H. Hadama, “New AC- coupled burst-

mode optical receiver using transient-phenomena cancellation techniques for 10 Gbit/s-class 

high-speed TDM-PON systems,” IEEE/OSA J. Lightw. Technol., vol. 18, no. 19, pp. 2775-2782, 

2010. 

[17] T. Yoshida, “Recent research progress in λ-tunable WDM/TDM-POM,” Acta Photonica Sinica, 

Vol. 43, Issue 3, pp. 1-8, 2014. 

[18] IEEE 802.3av 

[19] ITU-T Recommendation G.987 Series 

[20] ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社, 「『NURO 光』、10 ギガサービス
の提供開始について」, 2015年 6 ⽉ 1⽇ 

https://www.sonynetwork.co.jp/corporation/release/2015/pr20150601_3068.html 

[21] 東⽇本電信電話株式会社, 「「フレッツ 光クロス」の提供開始について」, 2020年 2 ⽉
18⽇ 

https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20200218_01.html 

[22] 総務省, https://www.soumu.go.jp/g-ict/country/china/pdf/086.pdf 

[23] ITU-T Recommendation G.9807 Series 

[24] ITU-T Recommendation G.989 Series 

[25] Y. Senoo, T. Yoshida, S. Kaneko, J. Sugawa, K. Wakayama, S. Kimura, K. Suzuki, and A. Otaka, 

"512-ONU Real-Time Dynamic Load Balancing With Few Wavelength Reallocations in 40  Gbps 

λ-Tunable WDM/TDM-PON [Invited]," J. Opt. Commun. Netw. Vol. 7, pp. B202-B211, 2015. 

[26] F. J. Effenberger, "PON resilience [invited]," J. Opt. Commun. Netw., vol. 7, no. 3, pp. A547-

A552, 2015. 

[27] IEEE 802.3ca 

[28] ITU-T Recommendation G.9804 Series 

[29] K.-I. Suzuki, Y. Fukada, D. Nesset, and R. Davey, "Amplified gigabit PON systems [Invited]," J. 

Opt. Netw. 6(5), 422-433 (2007). 

[30] I. Voorde, C. Martin, J. Vandewege, and X. Qiu, "The SuperPON demonstrator: an exploration 

of possible evolution paths for optical access networks," IEEE Commun. Mag. 38(2), 74-82 

(2000).  

[31] Z. Belfqih, F. Saliou, P. Chanclou, T. Soret, and N. Genay, "Bidirectional amplifier for standard 



 18 

PON architecture in burst mode configuration with class B+ attenuation range," in Optical Fiber 

Communication (OFC) (2007), paper OWS1.  

[32] R. P. Davey, D. B. Grossman, M. Rasztovits-Wiech, D. B. Payne, D. Nesset, A. E. Kelly, A. Rafel, 

S. Appathurai, and S. H. Yang, "Long-Reach Passive Optical Networks," J. Lightw. Technol. 

27(3), 273-291 (2009).  

[33] S. Shimizu, S. Kinoshita, K. Kitayama, and N. Wada, "0.73-W extremely low-power-

consumption optical amplifier repeater for 10G-EPON systems," in 40th European Conference 

on Optical Communication (ECOC) (2014), pp. 1-3. 

[34] R. Koma, M. Fujiwara, J. Kani, S. Y. Kim, T. Suzuki, K. Suzuki, and A. Otaka, "Demonstration 

of Real-Time Burst-Mode Digital Coherent Reception with Wide Dynamic Range in DSP-Based 

PON Upstream," J. Lightw. Technol. Vol. 35, No. 8, pp. 1392-1398, 2017. 

[35] N. Suzuki, S. Yoshima, H. Miura, and K. Motoshima, “Demonstration of 100-Gb/s/λ-Based 

Coherent WDM-PON System Using New AGC EDFA Based Upstream Preamplifier and 

Optically Superimposed AMCC Function,” J. Lightw. Technol., vol. 35, no. 8, pp. 1415–1421, 

2017. 

[36] V. Houtsma and D. V. Veen, “Bi-Directional 25G/50G TDM-PON with Extended Power Budget 

Using 25G APD and Coherent Detection,” J. Lightw. Technol., vol. 36, no. 1, pp. 122–127, 2018. 

[37] K. Kikuchi and S. Tsukamoto, “Evaluation of sensitivity of the digital coherent receiver,” J. 

Lightw. Technol., vol. 26, no. 13, pp. 1817–1822, 2008. 

[38] I. Hiroki, H. Takeshita, and S. Okamoto, "Future service adaptive access/aggregation network 

architecture," IEICE transactions on communications, vol. E95-B, No. 3, pp. 696-705, 2012. 

[39] J. Kani et al., "Flexible Access System Architecture (FASA) to Support Diverse Requirements 

and Agile Service Creation," J. Light. Technol., vol. 36, no. 8, pp. 1510-1515, 2018. 

  



 19 

第 2 章 広域光アクセスシステムの実現に向けた技術課題 

2-1 はじめに 

前章では、本研究で実現を⽬指す広域光アクセスシステムにおける要求条件について論じ
た。本章では、その広域光アクセスシステムに必要とされる特徴を実現するための技術的な
課題について述べ、本研究における検討すべき項⽬について明らかにする。 

まず、PON システムの広域化に向けた抜本的な⻑延化/多分岐化を実現するための技術と
して、デジタルコヒーレント伝送⽅式の光アクセスシステムへの適⽤における課題につい
て説明する。次に、多種多様なサービスの収容を可能とする新たな光アクセスシステム、お
よび様々なサービス要件へのアダプティブに対応することができる⾼い柔軟性を実現する
ための技術課題について述べる。最後に、広域光アクセスシステムをさらに発展させたさら
に将来の光アクセスシステムについて述べ、そこで課題となる遠隔でのユーザ装置の監視
制御を実現する新たな管理制御⽅式の必要性について説明する。 

 

2-2 想定する広域光アクセスシステム 

前章で述べたように、今後の光アクセスネットワークで展開される光通信サービスは多種
多様かしていくことが考えられる。しかしながら、現有の光アクセスシステムでは、サービ
スごとに異なる要求条件に対応するため、各種サービスに対して個別のネットワークシス
テムを構築している。そのため、新たなサービスを導⼊するたびに、OPEXや CAPEXとい
った設備投資や保守運⽤にかかるコストが増⼤してしまうという課題がある。そこで、本研
究では単⼀の光アクセスシステムで多種多様なサービスを収容し、サービスごとに異なる
要求条件にも柔軟かつ⾼効率に対応できる広域光アクセスシステムの実現を⽬指している。
図 2-1に、本研究で想定する広域光アクセスシステムを⽰す。ここでは、例として、レジデ
ンシャルサービス、モバイル系サービス、ビジネス系サービスを記載している。レジデンシ
ャルサービスは、⼀般的にベストエフォート型のサービスであり、ユーザ要求に応じて帯域
や波⻑といったリソースを割り当てている。⼀⽅、ビジネス系サービスでは専⽤線サービス
のように広帯域な通信サービスが必要とされる。また、モバイル系サービスでは低遅延かつ
帯域保証型のサービスが必要とされる。広域光アクセスシステムでは、これら異なるサービ
ス要件に対して、これまでのようにサービス毎に独⽴したネットワークを構築するのでは
なく、⼀つのネットワークで様々なサービスに柔軟に対応し、効率良く収容することを想定
している。これにより、OPEXや CAPEXを⼤きく削減することができる。さらには、光ア
クセスシステムの抜本的な⻑延化/多分岐化により、⼀つのネットワークシステムにおける
サービス提供エリア(伝送距離)の拡⼤やユーザ収容数(分岐数)を増⼤させ、光アクセスシス
テムの効率を向上させる。 
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図 2-1 提案する広域光アクセスシステムの概念図 

 

2-3 デジタルコヒーレント伝送⽅式を適⽤した光アクセスシステム 

本節では、広域光アクセスシステムにおける抜本的な⻑延化/多分岐化を実現するための要
素技術であるデジタルコヒーレント伝送技術を光アクセスシステムに応⽤する際に検討す
べき技術課題について記述する。デジタルコヒーレント伝送⽅式を⽤いることで、光アクセ
スシステムのロスバジェットを⾶躍的に向上させることができる⼀⽅で、PON 特有の上り
バースト信号への対応や、ONU に搭載する光送信器の経済化など、光アクセスネットワー
クに適⽤するためには解決すべき課題がある。 

 

2-3-1 デジタルコヒーレント伝送⽅式の概要 

デジタルコヒーレント伝送⽅式は、コヒーレント検波⽅式と DSP技術を組み合わせること
で、光受信器における受信感度の抜本的な改善効果がある。図 2-2に、デジタルコヒーレン
ト⽅式における⼀般的な受信器構成を⽰す。本⽅式では、受信する信号光と受信器内の局発
光(LO: Local Oscillator)とのビート信号(⼲渉信号)をフォトダイオードで受信信号として検
出する。受信器は、PBS (Polarization Beam Splitter)、90度ハイブリッド、バランストフォト
ダイオード(BPD: Balanced Photo Diode)、ADC (Analog to Digital Converter)、DSP 回路から構
成される。受信器に⼊⼒された信号光は、PBS で偏波分離された後、90 度ハイブリッドを
介して LO光と合わせられ、そのビート信号を BPDにて検出する。コヒーレント検波では、
信号光と LO 光の波⻑の関係に応じて、⼤きく分けて 2 種類の検波⽅式がある。信号光と
LO光が同波⻑の場合には、受信したビート信号はベースバンド周波数帯の信号となる。こ
れをホモダイン検波⽅式という。⼀⽅、信号光と LO光が異なる場合は、受信したビート信
号はその波⻑差に応じた中間周波数帯にダウンコンバートされた信号として受信される。

レジデンシャルサービス

ビジネス系サービスモバイル系サービス
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これをヘテロダイン検波⽅式という。BPDにて電気信号に変換された受信信号は、ADCに
てデジタル信号に変換され、DSP 回路にて処理される。図 2-3に、⼀般的な DSP処理にお
ける機能ブロック図を⽰す。ここでは、１波⻑あたり 100 Gbit/sの光伝送システムで⼀般的
に⽤いられている偏波多重された 4 値の位相変調信号である DP-QPSK (Dual Polarization-

Quadrature Phase Shift Keying)を想定した構成について説明する[1]。ADCにて、離散的なデ
ジタル信号に変換された受信信号は DSP 回路において、波⻑分散補償、サンプリング位相
同期、適応等化フィルタ、周波数オフセット補償、位相補償の処理をされたのち、誤り訂正
処理をされ復号される。以上の DSP 処理により、1000 km 以上伝送した後でも⼗分に⾼い
受信感度が実現でき、光通信システムにおける中継距離を従来の IM-DD ⽅式と⽐べて格段
に延伸することが可能となった[2]。 

 
図 2-2 ⼀般的なデジタルコヒーレント受信器構成 

 
図 2-3 ⼀般的な DSP処理の機能ブロック構成 
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2-3-2 PONシステムへのデジタルコヒーレント伝送⽅式の適⽤における技術課題 

図 2-4に既存の PONシステムと将来の PONシステムの構成図を⽰す。加⼊者装置である
ONUは、パワースプリッタと光ファイバを介して局舎(CO: Central Office)に配置された OLT

に接続される。既存の PON システムでは、上り通信と下り通信の両⽅に IM-DD ⽅式が採
⽤されており、32分岐、20 kmの構成が通常広く使⽤されている(図 2-4(a))。PONシステム
における分岐⽐と最⼤伝送距離は、光トランシーバ(TRx)に搭載された送信器(Tx)の最⼤光
出⼒パワーと、受信器(Rx)の最⼩受光感度から定義されるロスバジェットで決まる。例えば、
IEEE で標準化された 10G-EPON では、ロスバジェットは最⼤で 29 dB と規定されている。
光 TRx の最⼤光出⼒パワーと最⼩受光感度を改善することで、このロスバジェットを向上
させることが可能となり、PON システムの⻑延化・多分岐化が実現できる。これにより、
従来、⼩規模局舎に配置されている OLT を、⼤規模局舎に集約することが可能となり、局
舎統合による OPEXおよび CAPEXの削減が期待できる(図 2-4(b))。 

本研究では、上下対称 10-Gbit/s 級 PONシステムにおいて、従来システムの倍の伝送距離
である 40 km以上を⽬標とする。また、ロスバジェットについては、50 dB以上を達成する
ことを⽬標とする。これは、上下通信の両⽅にシングルモードファイバ(SMF)における損失
が低い 1.5 µm帯の波⻑を⽤いた場合の SMFの損失が 0.3 dB/km、光スプリッタの分岐⽐が
1:2Nに対する分岐損失が 3.5 dB × N (Nは⾃然数)とすると、⽬標とする 50 dBのパワーバジ
ェットは、伝送距離 40 kmで 2048分岐のシステムに相当する。これは、64分岐の PONシ
ステム 32 セット分に相当し、従来の通信システムにおいて複数の PON システムを集線す
るために使⽤されていたレイヤー2スイッチを省くことが可能となる。これにより、通信シ
ステムにかかる消費電⼒を削減することが可能となる。 

PONシステムでは、パワースプリッタを介して、複数のユーザで伝送路である光ファイバ
の⼀部や OLT などの局舎装置を共有することで、その⾼い経済性を実現している。そのよ
うな⾼い経済性を担保しつつ⽬標とする 50 dB以上のパワーバジェットを実現する⽅法の 1

つに、OLT側に光増幅器を配備する⽅式がある[3-7]。下り⽅向通信においては、光増幅器に
より Txの光出⼒パワーを⼤きくすることで、パワーバジェットを⼤きく改善できる[8]。⼀
⽅で、上り⽅向通信については、光増幅器を前置増幅器として⽤いた場合、特に受光パワー
が低いときに ASEの影響で受信特性が劣化するため、下り⽅向通信と⽐べてロスバジェッ
トの改善効果が制限されてしまう。 

そこで、上述の光前置増幅器に対し、DSPを⽤いた光デジタルコヒーレント受信技術を使
⽤することで、⼤幅な受信感度の改善、すなわちロスバジェットの向上を実現させることを
考える。図 2-5に、提案する光デジタルコヒーレント伝送技術を⽤いた PONシステムの構
成例を⽰す。下り⽅向通信については、IM-DD ⽅式と光増幅器を組み合わせ、ONUの経済
化のためにシンプルな受信器構成を⽤いた構成とする。光増幅器を⽤いて OLT に搭載され
た Txの出⼒光信号を増幅することで、下り⽅向通信のロスバジェットの拡⼤が可能となる。
これまでに、下り⽅向通信の送信側にブースタアンプとして光アンプを⽤いることで、10 
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Gbit/sの IM-DD ⽅式で 50 dB以上のパワーバジェットを実現した例が報告されている[8]。
⼀⽅、上り⽅向通信においては、光アンプを受信側でプリアンプとして IM-DD ⽅式と組み
合わせて⽤いた場合、受信感度付近の弱い受光パワーでは、光アンプ内で発⽣する ASEの
影響により、システムパワーバジェットの改善効果が限定的となってしまう。これに対して、
本研究では、光プリアンプと組み合わせてデジタルコヒーレント伝送⽅式を PONシステム
に応⽤することを検討する。 

デジタルコヒーレント伝送⽅式を PONシステムに適⽤するためには，三つの課題がある。
まず、⼀つ⽬の課題が、デジタルコヒーレント伝送⽅式における受信レンジの広ダイナミッ
クレンジ化である。各ユーザからの上り信号は TDM技術を⽤いて多重されているため、上
り信号は間⽋的なバースト信号となる。各ユーザから送信されたバースト信号は、伝送距離
や光送信器の光出⼒パワーのばらつきなどによって、OLTに到達する際の光信号のパワー、
即ち受信パワーに⼤きなばらつきが⽣じてしまう。従来の IM-DD をベースとした PON シ
ステムでは、光受信器で光信号を電気信号に変換したのちに、電気段の処理で信号強度のば
らつきを補正(平坦化)していた。しかし、光デジタルコヒーレント受信においては、この受
信パワーのばらつきが⼤きな問題となってしまう。光コヒーレント受信器では、受信した光
信号は電気信号に変換されたのちに ADCにてデジタル信号に変換され、DSP 回路によって
等化処理を⾏う。しかし、受信パワーにばらつきがあると、ADC に⼊⼒する電気信号強度
にばらつきが⽣じ、後段の DSPの処理に悪影響を及ぼす。特に強度の⼩さい信号は ADCの
分解能に対して最適な信号強度で⼊⼒できないため、ADC 本来の分解能に対して処理精度
が落ちてしまう。そのため、デジタルコヒーレント伝送⽅式においては、光信号パワーを平
坦化させ、異なる距離にいるユーザに対しても同等の受信感度特性を実現するための技術
が必要不可⽋である。 

⼆つ⽬の課題は、上りバースト信号に対応したデジタルコヒーレント受信技術の開発であ
る。ユーザごとに伝送路環境(距離など)が異なることや、各 ONU に搭載された光送信器の
特性のばらつきなどによって、OLT に到達した際の光信号の波形歪みの状況は、バースト
信号ごとに異なることが想定される。そのため、DSP 回路ではバースト信号ごとに個別の
最適化処理が必要となる。⼀般的に、バーストフレームはプリアンブル、ペイロード、エン
ドオブバーストから構成される。ペイロードの情報を誤ることなく受信するためには、主信
号を保護するためのマージンとして付与されているプリアンブル内で、適応等化フィルタ
の係数を収束させる必要がある。プリアンブルは、ペイロードに対して⽐較的短いため、限
られた時間内で計算が収束するような DSP 回路の⾼速応答性が重要となる。 

最後に、三つ⽬の課題は ONUに搭載する光送信器の経済化である。提案構成では、各 ONU

には、デジタルコヒーレント伝送⽅式で⽤いられる位相変調などの⾼度な変調⽅式を実現
可能な光送信器が必要とされる。しかも、PON 特有であるバースト信号に対応した光送信
器である必要がある。ONU は各ユーザ宅に設置する装置であるため、ユーザコストに直結
する。⼀般的に、デジタルコヒーレント伝送⽅式では、位相変調を実現するために、LiNbO3 
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(LN)などを⽤いたマッハツェンダー型の変調器が使⽤される。昨今では、InPや Siといった
光半導体を⽤いた変調器も開発が進んでいるが、コストの⾯など、まだまだ課題が多い。従
って、ONU に搭載するデジタルコヒーレント⽅式に対応したバースト光送信器を経済的に
構成することは重要な課題である。 

 

 
図 2-4 (a) 既存の PONシステムと(b)将来の PONシステムの構成図 

 

 
図 2-5 デジタルコヒーレント伝送⽅式を適⽤した PON 
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これまでに、デジタルコヒーレント伝送⽅式の PONシステムへの適⽤に向けて、光信号レ
ベルで光受信パワーを平坦化できる Automatic Level Control Erbium-Doped Fiber Amplifier 

(ALC-EDFA)が報告されている[9]。図 2-6に，ALC-EDFAの装置構成図を⽰す。ALC-EDFA
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に⼊射した光信号は、バーストモード AGC-EDFA (Automatic Gain Control-EDFA)にて⼗分な
光強度になるように増幅され、光バンドパスフィルタ(BPF: Band Pass Filter)にて ASE を除
去する。その後、ALC 回路にて、フィードフォワード制御された光可変減衰器(VOA: Variable 

Optical Attenuator)にて最適な光強度になるように調整する。ALC-EDFAの応答速度は 50 ns

であった。20 Gbit/sの QPSK信号伝送において，開発した ALC-EDFAを⽤いて受信パワー
を平坦化することで、22 dBという広いダイナミックレンジで-45 dBmという⾼い受信感度
を実現した。 

上りバースト信号に対応したデジタルコヒーレント受信⽅式については、受信時の DSP 回
路における計算時間を短縮するための⼿法として、適応等化処理における係数引継⼿法が
提案されている[10]。この⼿法では、OLTに新たに新規 ONUを接続する際のディスカバリ
プロセスを活⽤している。このディスカバリプロセスにおいて、ONU からレジスタリクエ
ストを送信する際に、適応等化フィルタの計算が収束するのに⼗分な⻑さのプリアンブル
を付与し、そこで算出された係数と各 ONU の Logical Link IDentifier (LLID)を紐づけて、
Media Access Control (MAC)内等のメモリに保管する。これ以降の通信においては、Dynamic 

Bandwidth Allocation (DBA)プロセスにて、各 LLIDに紐づけられた適応等化フィルタの係数
を読み込み、DSPにて処理を⾏う。こうすることで。計算時間の⼤幅な削減が可能となる。
シミュレーションにて適応等化フィルタの収束の様⼦を評価し、係数引継無の場合は収束
までに時間がかかっているのに対し、係数引継有では計算開始と同時に、FEC 限界以下の
BERを達成した[10]。しかし、実機における評価はされておらず、その有効性は実証されて
いない。 

これまでに、ONUに搭載する位相変調を実現するバーストモード光送信器の経済化を⽬指
した直接変調レーザを⽤いた光送信器に関する提案がされている[11]。提案された光送信器
では、CPFSK という変調⽅式を⽤いている[12,13]。これは，光半導体レーザを直接変調し
た際に発⽣する周波数変調を活⽤した技術であり、1980 年代のアナログ信号処理をベース
にした光コヒーレント技術が広く検討されていた時代に盛んに研究されていた技術である。
提案構成では、EA-DFBと SOA (Semiconductor Optical Amplifier)を組み合わせた光送信器構
成となっている。DFBレーザを直接変調することで、CPFSK信号を⽣成している。その際
に⽣じる強度変調成分を、反転したデータ信号で変調された EAで除去することで、受信特
性を改善している。また、SOA はバーストシャッターとして駆動させることを想定してい
る[14]。こうすることで、光源である EA-DFBを直接オンオフする必要がなく、セルフヒー
ティングなどによる発振波⻑の変動[15,16]を抑制することができる。これまでに、連続信号
による検証を⾏い、10 Gbit/sの CPFSK信号に対して、-45 dBm以上の⾼い受信感度特性が
報告されている[11]。しかしながら、実際にバースト駆動させた際の検証については未だ実
施されておらず、その有効性は未確認である。 
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図 2-6 ALC-EDFAの構成 
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たがって、広域光アクセスシステムでは、ありとあらゆるサービスの要求条件に対応可能な

だけでなく、⾼い周波数利⽤効率が実現可能な伝送技術が必要とされる。 

また、広域光アクセスシステムはありとあらゆる光通信サービスを収容した⽣活インフラ

としてのネットワーク基盤になることが想定される。そのため、災害などにより通信装置や

伝送路の⼤規模な故障が発⽣すると、そこに接続されていたすべての通信機器で通信がで

きなくなってしまうため、経済活動だけでなく、⼈々の⽣活に⼤きく影響を及ぼす。したが

って、システム全体での⾼い信頼性を実現する必要がある。 

 

2-4-2 多種多様なサービスに対応した伝送技術 

従来の PONシステムでは、主に IM-DD ⽅式が⽤いられてきた。IM-DD ⽅式は、シンプル
な送受信器構成により安価に通信システムを構築できる⼀⽅で、ユーザの多重化には TDM

⽅式が使⽤されているためユーザへの帯域割当は時間軸⽅向のみであり、ユーザごとに伝
送速度などをダイナミックに変更するなど、柔軟性においては課題がある。 

そこで本研究では、従来の光アクセスシステムで使⽤されてきた IM-DD ⽅式に限らず、柔
軟性を向上させることが可能な変調⽅式について検討する。例えば、2-1節で説明したデジ
タルコヒーレント伝送⽅式では主に位相変調(PSK: Phase Shift Keying)信号が使⽤される。
PSK 信号では、その多値度を変更することで柔軟に伝送速度を変えることができる。例え
ば、２値で変調する BPSK (Binary PSK)信号に対して、4 値で変調する QPSK (Quadrature PSK)

信号では伝送速度が倍となる。さらに、QAM (quadrature amplitude modulation)信号とするこ
とで更なる⾼速化が可能となる。このように、デジタルコヒーレント伝送⽅式と多値変調信
号を組み合わせることで柔軟に伝送速度を変更することが可能となる。さらに⾼柔軟な変
調⽅式として、周波数軸⽅向に複数キャリアを多重可能かつキャリアごとに⾃由に多値度
などを柔軟に変更することができる OFDM (Orthogonal Frequency Division Multiplexing)⽅式
がある。上記のデジタルコヒーレント伝送⽅式と OFDM ⽅式を組み合わせることで、光ア
クセスシステムの広域化を図るとともに、ユーザやサービスごとに多値度を変更し、要求条
件に応じた柔軟な帯域割り当てすることも可能である。 

OFDM ⽅式は、無線通信の分野ではあるが、第 4 世代移動通信システムなどで実⽤化され
ている⽅式である。OFDM ⽅式は、周波数軸上で直交する多数のサブキャリアといわれる
搬送波にデジタル変調して信号を多重する⽅式である。各サブキャリアは、それぞれ個別に
位相や振幅などを変調することができ、異なる多値度を割り当てることもできる。また、隣
接するサブキャリアは直交関係にあるため⼲渉しない。図 2-7に、OFDM信号スペクトルの
概略図を⽰す。各サブキャリアのピークにおいて、隣接し合うサブキャリアの電⼒スペクト
ル密度はゼロ(null 点)となる。このため、通常のマルチキャリア⽅式と⽐較して、格段⾼い
周波数密度でサブキャリアを多重することができる。 
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OFDM ⽅式では、ユーザやサービスごとに割り当てるサブキャリア数やサブキャリアごと
に多値度などを柔軟に変更可能であるため、⾼い周波数利⽤効率を実現しつつ、多種多様な
サービス要件に対して⾼柔軟に対応できることが期待できる。 

 

図 2-7 OFDM ⽅式のスペクトル 

 

2-5 広域光アクセスシステムのさらなる⾼度化 

スマートフォンの普及や産業のデジタル化の進展などにより、インターネット上を流れる
トラヒックは増加し続けている。さらに今後は、拡張現実(AR: Augmented Reality)や仮想現
実(VR: Virtual Reality)といった所謂クロスリアリティ(XR: Cross Reality)、実世界とサイバー
空間で連携することで新たな価値の提供が期待されているサイバーフィジカルシステム
[17]など、通信サービスのさらなる⾼度化が進むと考えられる。それに伴い各サービスに特
化した帯域補償された低遅延でリアルタイム性が⾼い通信サービスへの要求が⾼まると考
えられる。 

以上のような、⾼度な新サービスの提供に向けて、⾼信頼かつ極低遅延な通信を可能にす
るネットワーク基盤として、APN (All-Photonics Network)が検討されている[18]。APNでは、
従来のネトワークで帯域制限や遅延の要因となっていたコアネットワークとメトロネット
ワーク、メトロネットワークとアクセスネットワークなどのネットワークの階層間におけ
る集線や多重といった電気処理を無くし end-to-endの光接続を可能とすることで、ネットワ
ークによる遅延を極⼩化することができる。 

 

2-5-1 オールフォトニクスネットワーク(APN) 

APNでは、従来のような各ネットワークの階層間で必要とされていた電気処理を極⼩化し、
end-to-endでの光接続をすることで、極低遅延かつ⾼速・⼤容量な光パスを提供することが
可能となる。さらには、階層間の電気処理を排すことで、特定の変復調⽅式、通信プロトロ
コルに縛られることがない光パスを提供することが可能となる。また、APN では、フルメ
ッシュの光パス接続に対応することを志向しているため、⾼い柔軟性と拡張性を有するネ

周波数
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ットワーク基盤を構築することが可能となる。図 2-8 に APN の概念図を⽰す。APN は、
Photonic Gateway (GW)と Photonic Exchange (EX)という 2種類の光ノードから構成され、各
ノードでは集線や分配といった電気処理を極⼩化したアーキテクチャとなっている[19]。各
ユーザやサービスにはそれぞれ専⽤の波⻑が割り当てられ、電気処理を介さない光スイッ
チング技術を⽤いた Photonic GWや Photonic EXを介して、波⻑ごとに最適な end-to-endの
光パスが提供される。専⽤波⻑割り当てにより、⾼速・⼤容量な通信が可能となるだけでな
く、電気処理を介さない end-to-end光接続により、サービス種別や特定のプロトコルに寄ら
ない極低遅延な通信サービスの実現が可能となる。 

 

図 2-8 オールフォトニクスネットワーク 

 

2-5-2 APNにおけるユーザ装置の遠隔監視・制御における技術課題 

APNは、広域光アクセスシステムをさらに発展させたネットワークであり、低速なものか
ら⾼速なものまで、ありとあらゆる通信サービスを収容すること⽬指している。そのため、
ユーザ装置においては、本研究で光アクセスネットワークへの応⽤を検討しているデジタ
ルコヒーレント伝送⽅式だけでなく、従来⽅式である IM-DD ⽅式を含む様々な変調⽅式が
採⽤されることが考えられる。また、APN は、サービスやユーザに対して専⽤波⻑を割り
当てた end-to-endの光パスで接続し、従来のネットワークで⾏われていたルーティングや集
線などの経路中の電気処理を排した構成となっている。これにより、電気処理で制限されて
いた遅延や帯域などを極⼩化できる。その⼀⽅で、従来ネットワークでユーザ装置の遠隔で
の監視制御に⽤いていた主信号フレームに時分割多重する形で制御フレームをフレーム内
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に埋め込む In-band ⽅式は、経路中での電気処理を必要とするだけなく、主信号の変調⽅式
やフレーム構成に依存するため、APNにおける管理制御⽅式としては適していない。 

以上のように、APNにおけるユーザ装置の遠隔での監視制御を実現するためには、経路中
での電気処理を不要とし、様々な変調⽅式に対応可能な新たな管理制御⽅式の確⽴が課題
となっている。 

 

2-5-3 Out-of-band ⽅式(AMCC ⽅式)を⽤いた遠隔端末制御 

上述のように、APNでは経路中での電気処理の有無に関わらず、主信号に影響を与えるこ
となく管理制御信号を送受できる仕組みが必要である。また、APN では多種多様なサービ
スが接続されるため、使⽤される通信プロトコルに依存しない管理制御⽅式である必要が
ある。これを実現する⼿法として、AMCC (Auxiliary Management Control Channel)という技術
がある[20]。AMCCは、ITU-T G.989シリーズのポイントツーポイント WDM-PON向けの管
理制御チャネルとして規定されている。AMCC は、主信号に対して影響を与えない低周波
数の領域に制御信号を周波数多重して重畳する Out-of-band ⽅式の⼿法である。AMCC信号
は主信号から独⽴した管理制御チャネルであり、主信号の通信プロトコルや変調⽅式に依
存しないという特徴があり、APNにおけるユーザ装置の管理制御⽅式として適している[21]。
しかしながら、ITU-T G.989で規定されている AMCCは、図 2-9に⽰すように光トランシー
バ間での通信に使⽤することを想定した技術である。そのため、APN のようにユーザ装置
間で end-to-end 光接続している通信システムでは経路中の光ノードではユーザ装置との間
で制御信号を送受信することができない(図 2-10)。そのため、APNにおけるユーザ装置の遠
隔管理制御技術として、end-to-end光接続しているユーザ装置に対して、光経路中での電気
処理を必要としない新たな管理制御⽅式が必要である。 

 

 
図 2-9 従来の AMCC信号の送受信⽅式 

 
図 2-10 APNにおける AMCC信号の送受信⽅式の課題 
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第３章 デジタルコヒーレント伝送技術の活⽤による光アクセ

スシステムの⻑延化・多分岐化 

3-1 はじめに 

第 2 章において、デジタルコヒーレント技術を適⽤した PON システムについて述べた。
ONUの経済性の観点から、下り⽅向通信については OLTに搭載した光ブースタアンプを⽤
いた IM-DD ⽅式を採⽤し、上り⽅向通信の光受信器構成にデジタルコヒーレント技術を応
⽤することが有効だと述べた。また、上り⽅向通信への光デジタルコヒーレント受信の適⽤
については、TDM-PON 特有である上りバースト信号に対応した DSP 技術の開発が課題で
あることも⽰した。 

本章では、TDM-PON にデジタルコヒーレント技術を適⽤する際の課題である上りバース
ト信号に対応した DSP 技術について論じた後に、実際に開発したバースト対応リアルタイ
ム DSPを⽤いて双⽅向 10G 級 TDM-PONシステムを構築し、実証実験の結果について述べ
る。 

 

3-2 デジタルコヒーレント伝送技術を適⽤した TDM-PONシステム構成 

図 2-4で⽰した通り、既存の PONシステムと提案する将来の PONシステムは、どちらの
システムも TDM-PON をベースとした光アクセスシステムである。⼀般的に、PON システ
ムでは、加⼊者宅内にあるONUと呼ばれる加⼊者装置と、局舎内にあるOptical Line Terminal 

(OLT)とが、光ファイバと光スプリッタを介して接続される。既存の PONシステムでは、上
り通信と下り通信の両⽅で、IM-DD ⽅式が⽤いられ、その伝送距離は 20 km、分岐数は 32

分岐となっている(図 2-4(a))。この値は、光送信器の出⼒パワーや、光受信器の受信感度で
決まるロスバジェットに応じて最適な値が選択される。光出⼒パワーや受信感度のどちら
か、もしくは両⽅を改善することでロスバジェットを向上させることが可能になり、PONシ
ステムの⻑延化・多分岐化が実現できる。その結果、これまでアクセスネットワーク内に配
置されていた⼩規模局舎で収容していたユーザを束ねて、より距離が離れたメトロネット
ワークに近い位置に配置された⼤規模局舎に収容することが可能となり、局舎ビルの統廃
合による OPEXや CAPEXの削減効果が期待できる(図 2-4(b))。本研究では、10G 級の PON

システムにおいて、50 dB以上のロスバジェットを達成することを⽬標としている。これは、
上り⽅向通信と下り⽅向通信の両⽅に、シングルモードファイバ(SMF: Single Mode Fiber)に
おいて最も低損失である 1.5 µm帯の波⻑を⽤いた場合に、最⼤伝送距離 40 km、2048分岐
を達成することができるロスバジェットの値である。ここでは、SMFの伝送損失を 0.3 dB/km、
1:2N光スプリッタの分岐損を 3.5 dB×Nとして計算した。 

下り⽅向通信については、送信側にブースタアンプとして光アンプを⽤いたシンプルな構
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成で、10 Gbit/sの強度変調信号に対して、本研究で⽬標としている 50 dB以上のロスバジェ
ットを実現可能である[1]。そこで、本章では、上り⽅向通信のロスバジェットの抜本的な改
善を⽬指し、光デジタルコヒーレント技術の光アクセスへ適⽤する際に課題となるバース
ト対応 DSP技術について検討し、デジタルコヒーレント伝送⽅式を適⽤した 10 Gbit/s 級の
上りバースト信号に対しても 50 dB 以上のロスバジェットが達成できることを実機により
実証することを⽬標とする。図 2-5に⽰した通り、光デジタルコヒーレント技術を適⽤した
TDM-PONシステムでは、下り⽅向通信については、IM-DDとブースタアンプを組み合わせ
た構成とすることで、ONU は簡素な受信器構成が可能である。⼀⽅、上り⽅向通信につい
ては、受信側にデジタル信号処理(DSP: Digital Signal Processing)を⽤いた光デジタルコヒー
レント技術と光プリアンプを組み合わせることで、⾼受信感度を実現することができる[2]。
このとき、ONU に搭載する光送信器には、位相変調信号を⽣成することが可能な光変調器
を⽤いる必要がある。原理的に、位相変調信号を光コヒーレント受信することで、IM-DD ⽅
式に⽐べて抜本的な⾼受信感度化が可能となる。 

これまで、光デジタルコヒーレント技術はコアネットワークのような⻑距離伝送において、
連続的な光信号への適⽤が主な研究対象であった。そのため、PON システムへの適⽤にお
いても、下り通信のような連続信号に対する親和性は⾼いと⾔える。そのため、光信号の送
受信技術の観点では、すでに実⽤化されている光デジタルコヒーレント技術を活⽤するこ
とが可能である。⼀⽅で、TDM-PONシステムの上り信号のようなバースト信号に対する光
デジタルコヒーレント技術の検討は多くない。そのため、TDM-PONシステムに光デジタル
コヒーレント技術を適⽤する上での主な課題は、上り⽅向通信におけるバースト信号に対
応することである。各ユーザは TDM技術を⽤いて多重されているため、上り信号は間⽋的
なバースト信号となる。ユーザごとに伝送路環境(距離など)が異なることや、各 ONU に搭
載された光送信器の特性のばらつきなどによって、受信側の DSP ではバースト信号ごとに
個別の最適化処理が必要となる。そのため、DSP の⾼速応答性をいかに確保するかが重要
となる。次節では、上りバースト信号のデジタルコヒーレント受信を実現に向けてこれまで
検討してきたバーストモードコヒーレント受信器(BMCR: Burst-Mode Coherent Receiver)につ
いて述べる。 
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3-3 リアルタイム BMCRの構成 

各ユーザから送信されたバースト信号は、伝送距離や ONU に搭載された光送信器の送信
パワーのばらつきなどによって、OLT に到達する際の光信号のパワー、即ち受信パワーに
⼤きなばらつきが⽣じてしまう。従来の IM-DDをベースとしたシステムでは、光受信器で
光信号を電気信号に変換したのちに、電気段の処理で信号強度のばらつき補正(平坦化)して
いた。しかし、光デジタルコヒーレント受信においては、この上りバースト信号の受信パワ
ーのばらつきが⼤きな課題となってしまう。光コヒーレント受信器では、受信した光信号は
電気信号に変換されたのちに、ADCにてデジタル信号に変換され、DSPによって等化処理
が⾏われる。しかし、光コヒーレント受信器に⼊⼒される光パワーのばらつきが⼤きいと、
光コヒーレント受信器から ADC に⼊⼒される信号振幅がばらついてしまい、ADC のダイ
ナミックレンジを律速する要因となる。特に強度の⼩さい光信号は ADCの分解能に対して
最適な信号強度で⼊⼒できないため、ADC本来の分解能に対して処理精度が落ちてしまう。
つまり、ADCへの⼊⼒信号の振幅がばらつくことで、ADCにおいて⼤きな量⼦化誤差を⽣
み出す。そのため、光デジタルコヒーレント受信においては、光信号パワーを平坦化技術が
必要不可⽋である。 

図 3-1 に、リアルタイム BMCR の構成図を⽰す。BMCR は、ALC-EDFA (Auto-Leveling-

Control-EDFA)、インタラダインコヒーレント受信器(ICR: Intradyne Coherent Receiver)、局発
(LO: Local Oscillator)光、アナログ-デジタル変換器(ADC)、リアルタイムバースト対応 DSP

にて構成される。ALC-EDFAを光プリアンプとして⽤いることで、ユーザごとに異なる ICR

へ⼊⼒光パワーを平坦化させるが可能となり、デジタルコヒーレント受信におけるダイナ
ミックレンジを拡⼤することが可能である[3]。ALC-EDFA は、バースト対応 AGC-EDFA、
光バンドパスフィルタ(OBPF: Optical Band Pass Filter)、ALC(Auto-Level Controlling)回路から
構成される。AGC-EDFAでは、⼗分な光パワーになるように増幅され、OBPFにて ASEを
除去する。その後、ALC 回路にて、光パワーに応じてフィードフォーワード(FF: Feed Forward)

制御された可変光減衰器(VOA)にて最適な光パワーとなるように制御される。VOA には、
⾳響光学変調器を⽤いており、FF 制御も含めた ALC 回路の応答速度は約 50 ns であった。
図 3-2に ALC-EDFAの出⼒波形を⽰す。ALC-EDFAへの⼊⼒光パワーが、-45 dBmから-21 

dBm の間でほぼ⼀定の出⼒パワーとなっていることが分かる(図 3-3)。このように、ALC-

EDFAをプリアンプとして⽤いることで、ICRへの⼊⼒光パワーを制御し、広いダイナミッ
クレンジを実現することが可能となる。これまでに、NTTの胡間らが、20 Gbit/sの QPSK信
号に対して、彼ら開発した ALC-EDFA を⽤いて受信パワーを平坦化することで、デジタル
コヒーレント受信器における 22 dBという広いダイナミックレンジで-45 dBmという⾼い受
信感度を達成した報告をしている[3]。 

前述したとおり、デジタルコヒーレント技術の TDM-PONへの応⽤において、上りバース
ト信号に対応した DSP 技術の開発は必要不可⽋である。バースト信号のフレーム構成は⼀
般的に、プリアンブル、ペイロード(主信号)、エンドオブバースト(EOB: End Of Burst)で構
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成される。DSP においては、この主信号を保護するためのマージンとして付与されている
プリアンブルが適応等化フィルタの係数収束に使える領域となる。そのため、プリアンブル
内で⼗分に収束するように計算時間の短縮が重要である。これまでに、計算時間の短縮を実
現する⼿法として、ONU のディスカバリプロセスを活⽤した適応等化処理における係数引
継を⽤いた⼿法が提案されている[4]。しかし、オフライン処理での評価のみで、デジタルコ
ヒーレント受信器と DSP の実機を⽤いたリアルタイム伝送実験に適応した報告はこれまで
されていなかった。 

図 3-4に、ONUのディスカバリプロセスを⽤いた係数引継⼿法の概念図を⽰す。ここでは、
IEEEで標準化された 10G-EPONにおけるディスカバリプロセスを例に説明する。まず、OLT

から新たに接続された ONU を捜索するために、シリアルナンバー(SN: Serial Number)グラ
ントがブロードキャストされる。それを受信した新規 ONUは、⾃⾝のシリアルナンバーの
情報を OLT 宛に送信する。このとき、適応等化フィルタの計算が収束するのに⼗分な⻑さ
のプリアンブルを付与した上りバーストフレームを ONUは送信する。それを受信した OLT

では、その⻑いプリアンブルを⽤いて適応等化フィルタの係数の計算を⾏い、⼗分に収束し
た係数と、各 ONUに割り当てた LLIDを紐づけて、MAC内等のメモリに保管する。これ以
降の通信においては、DBA プロセスにて、各 LLID に紐づけられた適応等化フィルタの係
数を読み込み、DSPにて処理を⾏う。こうすることで、DSPとMAC機能を連携動作させた
係数引継⼿法を⽤いることで、計算時間の⼤幅な削減が可能となる。 

前述のように、本⼿法に関するこれまでの報告では、オフライン処理、もしくはシミュレ
ーションによる報告が多く、実際に DSP の機能として実装し、リアルタイム処理による特
性評価については⼗分な検討がされていない。次節では、光コヒーレント受信器の DSP に
係数引継の機能を実装し、本章で提案したデジタルコヒーレント伝送技術を⽤いた PONシ
ステムを実機により構築し、コヒーレント受信器に本⼿法を実装した DSP を配置し、光フ
ァイバを伝送させた位相変調信号に対して適⽤した際の特性について、リアルタイム処理
による評価を⾏った結果について論じる。 

 
図 3-1 リアルタイムバーストモードコヒーレント受信器の構成 

Attn. バースト対応
リアルタイム

DSP

ADC

ADC

AGC-EDFA ALC
ALC-EDFA

リアルタイムバーストモードコヒーレントレシーバ(BMCR)

t t

PD
#1

Amp.
Cont.

PD
#2

Attn.
Cont.

LO
ICR



 37 

 

図 3-2 ALC-EDFAの出⼒波形 

 

図 3-3 ALC-EDFAの⼊⼒パワーと出⼒パワーの関係 
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図 3-4 DSP処理における係数引継 
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3-4 40 kmリアルタイム伝送実験による提案システムの検証 

3-4-1 実験構成 

本節では、前節で述べた適⽤等化フィルタにおける係数引継を実装した DSPを⽤いて、デ
ジタルコヒーレント伝送技術を適⽤した双⽅向 10 Gbit/s-PONシステムを実機により構築し、
伝送実験を⾏った結果について述べる。 

図 3-5に、今回⽤いた実験系を⽰す。下⽅向通信については、ONUに搭載する光受信器の
構成を経済性の観点からシンプルかさせるために IM-DD ⽅式を適⽤した。OLTに搭載した
光送信器は、DFB-LD (Distributed Feedback Laser Diode)、LiNbO3 ベースの z-cut タイプのマ
ッハ・ツェンダー型強度変調器(MZM: Mach-Zehnder Modulator)、EDFAにより構成される。
EDFAは光ポストアンプとして使⽤した。DFB-LDから出⼒された 1577 nmの光に対して、
MZMを⽤いて強度変調信号を⽣成した。MZMには、PPG#2 (Pulse Pattern Generator #2)から
10 Gbit/sの NRZ (Non-Return-to-Zero)信号を⼊⼒した。MZMから出⼒された光信号は、EDFA

で増幅された後に SMFを伝送し、ONUにて受信される。ONUでは、プリアンプとして実
装した SOA (Semiconductor Optical Amplifier)で増幅され、OBPFを⽤いて ASEを除去された
後に APD (Avalanche Photo Diode)にて受信される。電気信号に変換した受信信号から、CDR 

(Clock Data Recovery)を⽤いて 10 Gbit/sの主信号および 10 GHzのクロック信号を受信信号
から再⽣し、ED#1 (Error Detector #1)に送られる。⼀⽅、受信信号から再⽣されたクロック
信号は、上り信号と下り信号の同期を取るために、上り信号を⽣成するための PPG#1 に送
信される。 

次に、上り⽅向通信向けの光送受信器構成について説明する。ONUに搭載する光送信器は、
外部共振器型レーザ(ECL: External Cavity Laser)、LiNbO3 ベースの BPSK変調器、SOAから
構成される。バースト信号を⽣成するために SOAを光学シャッターとして⽤いた[5]。この
ような構成とすることで、バースト駆動時に光源となる LDに対する印加電流を⼀定に保つ
ことができ、注⼊電流の変動による温度変化に伴う波⻑ドリフトを抑制することができる
[6,7]。今回使⽤した ECLの発振波⻑は 1532 nm、線幅は 10 kHzであった。ここでは、実験
の都合上、LiNbO3 ベースの IQ(In-phase and Quadrature phase)変調器を⽤いて BPSK信号を⽣
成したが、将来的には、ONUに搭載する光送信器としてサイズやコストの観点から、InPや
Si-Photonics などの技術を⽤いた push-pull 型 MZM が適していると考えられる。特に、InP

系の材料を⽤いることで、光源となる LDと同⼀基板上に集積することが可能となり、光送
信器全体での⼩型・経済化に効果的である[8,9]。 

図 3-6に、上りバースト信号のフレーム構成を⽰す。その内訳は、プリアンブルが 1.3 µs、
ペイロードが 65 µs、EOB が 1.3 µs である。ペイロードには、PRBS (Pseudo-Random Bit 

Sequence) 27-1 のビット列を⽤いた。また、バーストレーム間のガードタイムは 68 µs に設
定した。OLTに搭載した光受信器は、ALC-EDFA、ICR、開発したリアルタイム DSPで構成
され、上りバースト信号を受信し、復号する。局発光には、線幅 10 kHz、光出⼒パワー+9.2 
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dBmの外部共振器型レーザを⽤いた。本研究では、バースト対応リアルタイム DSPの実現
性評価を主な検証⽬的としているため、光送信器と局発光の発振波⻑差により⽣じるキャ
リア周波数オフセットについては、20 MHz以下になるように制御した。また、同様にして、
今回は偏波ダイバーシティ受信機能については、未実装なため、偏波についても⼀致するよ
うに調整した状態で実験を⾏った。 

 
図 3-5 実験構成 

 

 
図 3-6 上りバーストフレーム構成 
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3-4-2 実験結果 

下り⽅向通信については、EDFA を⽤いて増幅するため、⾮常に⾼い光パワーの光信号が
SMF に⼊⼒されることになる。そのため、ブリルアン散乱のような⾮線形光学効果による
影響を考慮する必要がある。⾮線形光学効果の影響が無視できる範囲で、下り信号の光パワ
ーの最⼤化を図るために、SMF への⼊射光パワーとブリルアン散乱による損失の関係を測
定した。図 3-7 に、SMF への⼊射光パワーに対するブリルアン散乱に起因した損失とロス
バジェットの関係を⽰す。下⽅向信号の光パワーが⼤きくなることで、ブリルアン散乱によ
る損失が増加していることが分かる。特に、+12 dBmを超えたところで急激に損失が増加し
ている。以上より、本研究では下⽅向通信の光パワーを+12 dBmに設定した。次に、上り信
号の光パワーについて評価した。図 3-8に、上り⽅向通信の光パワーに対する Back-to-Back

における最⼩受信感度およびロスバジェットの測定結果を⽰す。ここで、上り⽅向通信の光
パワーは、SOA への⼊⼒光パワーを⼀定にした状態で、印加電流を制御することで調整し
た。SOA 出⼒光パワーが、+6 dBmを超えたところで、受信感度が⼤きく劣化している。こ
れは、SOA 内で発⽣する周波数チャープの影響により信号品質が劣化していることが要因
である。よって、上り⽅向通信の光パワーについては、+6 dBmに設定した。 

以上より、上り⽅向および下り⽅向通信において、Back-to-Backで 50 dB以上のロスバジ
ェットを達成できた。 

図 3-9に、受信パワーが-45 dBmと-25.5 dBmのときの ALC-EDFAの有無で測定したバー
スト波形を⽰す。ALC-EDFAを⽤いることで、受信光パワーによらず、ICRからの出⼒波形
振幅を平坦化できることがわかった。このように、ALC-EDFAを⽤いることで、上りバース
ト信号に対して、広い受信ダイナミックレンジを達成できることが期待できる。 

次に、上り⽅向と下り⽅向の双⽅向での 40 kmリアルタイム伝送実験を⾏った結果につい
て述べる。図 3-10(a)に、40 km伝送前後での下り信号の BER (Bit Error Rate)特性の測定結果
を⽰す。下り信号については、SMF伝送後の BER 特性が良くなるように光送信器に搭載し
たMZMのチャープを制御することで、SMF伝送前に⽐べて伝送後の最⼩受信感度が 2.2 dB

改善した。結果として、-38.9 dBm の最⼩受信感度と、50.9 dB のロスバジェットを達成し
た。続いて、図 3-10(b)に上りバーストモードの BPSK信号における BER 特性の測定結果を
⽰す。今回開発したバースト対応リアルタイム DSPを⽤いることで、-45.1 dBmの最⼩受信
感度を達成した。さらに、40 km伝送後のペナルティも無視できるくらい⼩さい値であった。
よって、上りバーストモードの BPSK信号については、51.1 dBのロスバジェットを達成す
ることができた。また、このときの BMCRの受信ダイナミックレンジは ALC-EDFAを⽤い
ることで 19.5 dBを達成した。よって、システム全体では 50.9 dBのロスバジェットが達成
できたという結果となった。 

以上の結果より、開発したバースト対応リアルタイム DSP を⽤いて構築した双⽅向 10 

Gbit/s-TDM-PONシステムにより、最⼤伝送距離 40 kmで、最⼤収容ユーザ数が 2048を実
現できることが分かった。よって、提案したデジタルコヒーレント伝送技術を応⽤した
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TDM-PONシステムの実現可能性を⽰すことができた。 

本章で提案および実証した⼿法は、将来の新たな光アクセスシステムにアップグレードし
た場合においても、そのバジェット改善の効果は期待できる。例えば、TDM技術に加えて
WDM 技術も併⽤した TWDM-PON システムにアップグレードした場合にも応⽤すること
ができる。ただし、更なる⾼速(>10 Gbit/s)な PONシステムにおいて 50 dB以上のロスバジ
ェットを実現するために、⾼速化に伴う SNRの劣化を補償することが必要不可⽋である。 

 
図 3-7  SMF⼊射光パワーとブリルアン散乱損失およびロスバジェットの関係 

 
図 3-8 上り⽅向通信光パワーに対する最⼩受信感度およびロスバジェットの関係 
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図 3-9 ALC-EDFAの出⼒波形 

 

図 3-10 40 km伝送前後での(a)下り信号の BER 特性と(b)上りバーストモードの BPSK信号
の BER 特性 
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3-5 まとめ 

本章では、将来の光アクセスネットワークにおける CAPEX/OPEX の削減を⽬指した抜本
的な⻑延化・多分岐化を実現するデジタルコヒーレント伝送技術を応⽤した TDM-PON シ
ステムについての提案、および実機を⽤いた提案システムの実証実験について論じた。
TDM-PONにおいては、各 ONUから送信された上りバースト信号は、光送信器の特性や伝
送路環境が異なり、バースト信号ごとに DSP による適応等化処理を⾏う必要があるため、
⾼速応答性を有する DSP技術が求められる。提案構成では、PONにおけるディスカバリプ
ロセスを活⽤した適応等化フィルタの係数引継⼿法を⽤いて、DSP における等化処理の係
数収束にかかる計算時間を短縮し、⾼速応答性を実現した。⼀⽅、下り⽅向通信については、
ONUに搭載する光受信器構成を単純化するために、IM-DD ⽅式と EDFAをブースタアンプ
として使⽤する構成を⽤いた。 

提案したデジタルコヒーレント技術を⽤いた TDM-PONシステムを実機にて構築し、検証
実験を⾏った。開発したバースト対応リアルタイム DSPを⽤いることで、10 Gbit/sの上り
バースト BPSK信号において、-45.1 dBmの最⼩受信感度を達成した。また、SMFを 40 km

伝送したことによる受信感度劣化も無視できるくらい⼩さかった。下り信号も含めたシス
テム全体で、50 dB以上のロスバジェットを達成した。これは、伝送距離 40 kmにおいて、
最⼤で 2048 ユーザを収容することができる値である。 

以上より、提案したデジタルコヒーレント技術を適⽤した TDM-PONを⽤いることで、光
アクセスネットワークの抜本的な⻑延化・多分岐化を実現し、将来の光アクセスネットワー
クにおける⾼効率化が期待できる。 
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第４章 デジタルコヒーレント伝送技術を適⽤した TDM-PON

における加⼊者装置の経済化  

4-1 はじめに 

第 3章では、デジタルコヒーレント技術を応⽤した TDM-PONにおける重要なポイントで
ある、上りバースト信号に対応した DSP 技術について述べるとともに、開発したバースト
対応リアルタイム DSPを⽤いた双⽅向 10 Gbit/s TDM-PONシステムの実証実験をおこなっ
た結果について⽰した。しかしながら、ONU 搭載する光送信器については、実験では LiNbO3

を⽤いた IQ変調器を使⽤しており、ONU向け光送信器の経済化については、⼗分な検討が
できていなかった。 

本章では、第 3章で提案したデジタルコヒーレント伝送技術を応⽤した TDM-PONにおい
て、ONU に搭載する光送信器の経済化を実現するための技術について検討する。デジタル
コヒーレント伝送技術を光アクセスネットワークに適⽤することで、パワーバジェットを
⾶躍的に向上し、光アクセスシステムの抜本的な⻑延化・多分岐化が可能となる。その⼀⽅
で、デジタルコヒーレント伝送技術は、強度変調⽅式とは異なり、位相変調⽅式などの⾼度
な変調⽅式を適⽤する必要があるため、光送信器が⾼コスト化してしまうという課題があ
った。 

 

4-2 加⼊者装置に搭載する光送信器の経済化 

デジタルコヒーレント伝送技術を応⽤した PONシステムにおいては、ONUに位相変調信
号を出⼒することができる光送信器が求められる。上記の通り、位相変調信号を⽣成するに
は、⽐較的⾼価な外部変調器が必要となるため、光送信器が⾼コスト化してしまう。ONU

に搭載する光送信器については、ユーザコストに直接的に影響を及ぼすため、従来の PON

システムと同等の経済性を実現するためには、位相変調信号を出⼒可能な経済的な光送信
器を検討する必要がある。 

 

4-3 Continuous Phase Frequency Shift Keying (CPFSK)伝送⽅式 

最もシンプルな光送信器構成である直接変調レーザ(DML)を⽤いた光コヒーレント伝送技
術として、CPFSK という変調⽅式がある[1,2]。CPFSK は 1980 年代のアナログ光コヒーレ
ント技術が広く検討されていた時代に盛んに研究されていた技術である。半導体レーザを
直接変調した際に発⽣する周波数変調を位相変調に変換する伝送技術である。 

DML は、IM-DD ⽅式における最もシンプルな光送信器として、光通信の分野では広く使
⽤されてきた。強度変調された DMLでは、その変調に伴い、周波数チャープという現象が
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発⽣する。これは、注⼊電流の変化に伴う半導体レーザ内のキャリア密度の変化により、発
振波⻑が変化する現象である。 

この周波数チャープを活⽤することで、周波数変調信号、または位相変調信号を DML か
ら直接出⼒することができる[3]。これを活⽤することで DMLから CPFSK信号を出⼒する
ことができる。CPFSK 信号の変調時スペクトルの概念図を図 4-1 に⽰す。また、このとき
の”mark”と”space”の周波数差は次式で表すことができる。 

2∆𝑓 = 𝑓!"#$ − 𝑓%&"'( = ℎ𝐵 (1) 

 

ここで、fmarkは”mark”のときの光の周波数(波⻑)、fspaceは”Space”のときの光の周波数(波⻑)、
hは変調指数、Bはビットレートをそれぞれ表す。特に h = 0.5のときをMSK(Minimum Shift 

Keying)といい、変調によるスペクトル拡がりが最⼩となる条件である。 

⼀⽅、受信側では図 4-2(a)に⽰すようなシンプルな遅延検波を⽤いることができる。その
ときの遅延量 Tは 

𝑇 =
1
2ℎ𝐵	(≤

1
𝐵) (2) 

と表すことができる。遅延量 T で遅延検波することで、図 4-2(b)のような U 型のコスタレ
ーションを得る。 

 

図 4-1 CPFSK信号スペクトル 
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図 4-2 (a)遅延検波構成、(b)遅延検波後の CPFSK信号のコンスタレーション 

 

4-3-1 提案する送信器構成 

図 4-3(a)に、提案する CPFSK送信器の基本的な構成を⽰す。DFB-LDを直接変調すること
で、CPFSK信号が出⼒される。DFB-LDから出⼒された光信号は、SOAを⽤いて、バース
ト信号に変換される[4]。従来は、DFB-LDを直接バースト駆動させていたため、バースト動
作時に注⼊電流が⼤きく変化することで発⽣する素⼦内部の温度変化によって、波⻑ドリ
フトが発⽣するという問題があった[5,6]。しかし、本構成を⽤いることで、⾮常にシンプル
な構成でバースト信号を⽣成できるだけでなく、バースト動作時に発⽣する波⻑ドリフト
を抑制することができる。⼀⽅、提案⼿法では DFB-LDを直接変調しているため、周波数変
調だけでなく、強度変調成分も発⽣してしまう。そのため、信号成分がスペース(“0”) のと
きに強度が下がることで、SNR (signal-noise-ratio)を劣化させる要因となりうる。そこで、図
4-3(a)下段に⽰したように DFB-LDの直後に EA変調器を⼊れた構成とし、強度変調成分と
逆位相の変調を加えることで、信号の SNRを劣化させる要因となる強度変調成分を取り除
くことが可能となる(図 4-3(b))。EA変調器及び SOAについては、DFB-LDと集積化が可能
であり、光送信器を複雑化させることなく、上記構成の実現が期待できる[7]。 

図 4-4に、受信後の CPFSK信号のコンスタレーションを⽰す。サンプリングされた信号は、
位相ノイズや CFOによって、IQ平⾯上で同⼀円周上を回転したようなコンスタレーション
となる(図 4-4(a))。その後、1ビット遅延(〜1/2hシンボル)の遅延検波により、位相ノイズが
除去され、図 4-4(b)に⽰すような U 型のコスタレーションとなる。ここでは、簡単のため
CFOは考慮していない。その後、等化処理や位相補償を施され、復号される(図 4-4(c))。こ
れまでに、連続信号での CPFSK送信器の特性評価を⾏い、エルビウム添加光ファイバ増幅
器(EDFA)をプリアンプとして⽤いて、-45.5 dBmという⾼い感度を達成した[7]。 

 
図 4-3 (a)提案する CPFSK送信器構成、(b)出⼒信号波形 
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図 4-4 CPFSK信号の受信コンスタレーション、(a)遅延検波前、(b)遅延検波後、(c)信号復

号後 

 

4-3-2 上りバーストモード CPFSK向け CFO 補償技術 

ONUから出⼒されたバーストモード信号は、図 3-2に⽰すように、デジタルコヒーレント
PONの OLT内の ICRで受信される。ONUから出⼒される上り信号と OLTの LO光の搬送
波周波数が異なるため、キャリア周波数オフセット(CFO: Carrier Frequency offset)が発⽣し、
I-Q平⾯上で位相回転が発⽣する。CFOによる位相回転の値は、CFOの値、すなわち信号光
と LO光の波⻑差に依存する。CFOの値が DSP 回路の処理能⼒を超えてしまうと、受信信
号を復号することができなくなる。そのため、DSP処理による CFO 補償の技術が必要とな
る。CFO 補償には、2つの特徴が必要とされる。1つ⽬は、各 ONUから送信された上りバ
ースト信号において、短いプリアンブルの中で CFOを補償する必要があるため、⾼速応答
性が求められる。CFO 補償の⾼速応答性を実現するためには，フィードバック型よりもフ
ィードフォワード型のアルゴリズムが適している。上りバースト信号のプリアンブルを短
くするためには、トレイニングシンボル(TS: Training Symbol)などの CFO 推定のための特別
な信号を付与せずとも処理が可能な、ブラインドアルゴリズムが適している。第 2の特徴と
しては、CFO 補償範囲の広さである。コストの観点から、波⻑ロッカーのように⾼精度な
波⻑制御機能を ONU 向け光送信器に搭載することは難しい。そのため、ONU の発振波⻑
(キャリア周波数)には⼤きなばらつきがあることが予想され、受信側の DSP 回路ではそれ
を補償できるだけの広い CFO 補償範囲が必要となる。 

最も⼀般的な CFO 補正技術は、M乗法を⽤いたアルゴリズムである[8]。M乗法は、フィ
ードフォワード制御によるブラインドアルゴリズムを使⽤しているため、バースト信号の
ように⾼速応答性が求められる場合に適している。しかし、原理的に Baud Rateが Bの M-

PSK (M-ary Phase Shift Keying)信号の CFO 補償範囲は±B/(2M)に制限されてしまう。例えば、
10 Gbit/sの BPSK信号の場合、CFOの補償範囲は±2.5 GHzに制限される。CFO 値がその範
囲を超えると、正しい CFO 値が推定できず、信号の復号に失敗してしまう。 

遅延検波前 遅延検波後 信号復号後

(a) (b) (c)
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ここで、⽬標とする CFO 補正範囲を決定するために、NG-PON2において規定された、ONU

に搭載する光送信器の最⼤周波数誤差(MTE: Maximum Tuning Error)の値を参考にした[9]。
MTE は、波⻑チャネルの規定中⼼波⻑から、実際の発進波⻑の最⼤のずれ量を表す値であ
り、図 4-5に⽰す最⼤スペクトル遷移(MSE: Maximum Spectral Excursion)と 15 dB ダウン時
のスペクトル半幅(Δω)*+,)の関係で規定される。MTEとMSEの関係は次のように定義され
る。 

𝑀𝑇𝐸 = 𝑀𝑆𝐸 − ∆𝜔)*-. (3) 
と定義される。 

NG-PON2では、通常、Δω)*+,は Hz単位のデータレート(10 Gbit/sでは 10 GHz)に等しいと
仮定されるので、100 GHzのチャネル間隔ではMSE 値は±20 GHz となる[9]。したがって、
10 Gbit/sの信号の場合、MTE 値は 10 GHzとなる。よって、本研究においても、NG-PON2

で規定されているMSE 値に等しい±10 GHzの CFO 補償範囲をターゲットとした。 

上りバースト信号に対して、短いプリアンブル内で CFO 補償が可能な⼿法について検討
を進めた。本研究では、バーストモード CPFSK信号において、広い CFO 補償範囲を実現す
るために、新たな CFO 補償⼿法を提案する。本技術は、TSや⾼精度なタイミング検出を必
要としないシンプルなブラインドアルゴリズムに基づくものである。このため、短いプリア
ンブルを使⽤できるほど⾼速な応答が実現できる。 

図 4-6 に提案⼿法のブロック図を⽰す。1 ビット遅延検波後の CPFSK 信号 Ar は、図 4-6

（b）に⽰すように U 型コンステレーションとなる。CFO(∆f)による I-Q 平⾯上での回転⾓
は、2π∆fTで表される。CFOがゼロの場合、"mark"と"space"のサンプルは I-Q平⾯上の虚数
軸上にある。⼀⽅、CFOが 0に等しくない場合、同じ”mark”と”space”のサンプルは、I-Q平
⾯上で回転する（図 4-6(c)）。ここで、回転⾓は 2π∆fT で与えられ、T は(2)式で⽰した 1 ビ
ット遅延検波で⽤いられる遅延時間(〜1/2hシンボル)である。この回転は、U 型のコンステ
レーションにより、I-Q平⾯ではっきりと確認できるため、Arのベクトル和を計算すること
により、CFOの推定値(∆fest)は次式で求められる。 

∆𝑓(%/ =
𝑎𝑟𝑔[∑ 𝐴#(𝑡)0 ]

2𝜋𝑇
(4)	

ここで、Nは平均化するサンプル数である。ここで通常、∆festは 2π∆fTが±π以内になるよう
に設定される。例えば、図 4-6(c)は、2π∆fT が− 1

2
𝜋 (±π 以内)の場合と+ *

2
𝜋 (±π を超えてい

る)の場合を⽰している。2π∆fTが− 1
2
𝜋の場合、∆festは実際の CFOと⼀致するため、回転し

たコンスタレーションを適切に補償することができる。⼀⽅、2π∆fTが+ *
2
𝜋の場合、∆festは

実際の CFOと⼀致しない。しかし、+ *
2
𝜋の場合、コンステレーションの回転量は− 1

2
𝜋の場

合のものと⼀致するため、間違った推定値を使⽤しても回転したコンステレーションを正
常に補償することができると考えられる。よって、本提案は、使⽤する電⼦・光デバイスの
特性による制約がないため、シンボルレートによらず⾮常に広範囲の CFOを補償できるこ
とが期待できる。 
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図 4-5 CPFSK信号における最⼤波⻑ずれ量のイメージ 

 

図 4-6 提案する CFO 補償⼿法の(a)機能ブロック図、(b)CFOなしのときのコンスタレー
ション、(b)CFOありの時のコンスタレーション 
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4-4 提案技術の検証 

本節では、提案⼿法を上りバースモード CPFSK信号に適⽤した場合の CFO 補償範囲に
関する実験結果について説明する。 

4-4-1 実験構成 

図 4-7(a)に使⽤した実験構成を⽰す。CPFSK送信器は、DML、EA、SOAから構成される。
DMLと EAには PRBS 215-1の 10 Gbit/s、NRZ信号を⼊⼒した。変調指数 hは 0.8とした。
SOA はブーストアンプだけでなく、バースト信号を⽣成する光シャッタとしても⽤いた。
このときの CPFSK 送信器の光出⼒は+8.0 dBm であった。CPFSK 送信器から出⼒された光
信号は可変光減衰器(VOA）、雑⾳指数 4.9 dBの EDFA、WDMフィルタを模擬した光バンド
パス・フィルタ(OBPF)を介してコヒーレント受信器に送信された。受信器は LO光、帯域幅
20 GHzの市販の偏波ダイバーシティイントラダインコヒーレント受信器(ICR)、デジタルサ
ンプリングオシロスコープ(DSO: Digital Storage Oscilloscope)、オフライン DSPで構成され
ている。実環境で使⽤されている PONシステムでは、バースト信号ごとに偏波状態が変動
することが想定される。これについては、最⼤⽐結合などのフィードフォワード⽅式を⽤い
て DSP処理にて補償することが可能である[10]。本研究では、本提案の実現可能性を確認す
るため、偏波状態の変動がフィードフォワード補償を⽤いた DSP で補償可能であると仮定
し、受信器に⼊⼒する光信号を LO光の偏光状態に揃えて実験を実施した。ICRから出⼒さ
れた受信 I-Q信号は DSOにより 50 GS/sでサンプリングされ、⾃⼰相関に基づくバースト
フレーム検出、1ビット遅延検波、提案する CFO 補償（N=1024）、DD-LMS (Decision Directed-

Least Mean Square)を⽤いた 15 タップの適応 FIR (Finite Impulse Response)フィルタ、M乗法
によるキャリア位相補償(M=2)からなるオフライン DSP処理で復号された。DMLと LO光
の線幅はそれぞれ 16 MHzと 100 kHzであった。本研究においても、⽂献[11,12]にも⽰され
ている第 3 章にて実機実証した適応 FIR フィルタの係数引継⼿法を使⽤した。ここでは、
繰り返し周波数 125 MHz の現実的な DSP 回路を想定して、80 シンボルごとに適応 FIR フ
ィルタの係数の計算を⾏った。 
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図 4-7 (a)実験系、(b)出⼒信号スペクトル、(c)バーストフレーム構成 

 

4-4-2 実験結果 

図 4-7(b)は、変調ありとなしのときの DML から出⼒されたスペクトルを⽰したものであ
る。同図の⻘線で⽰したいように、変調後の信号は変調によりスペクトルが拡がっているた
め、中⼼周波数を定義することは困難である。そこで、CFO 値を正確に測定するために、
LO 光と変調なしのときの DML の中⼼周波数の差(図 4-7(b)の⾚線)を CFO と定義した。
DMLの中⼼周波数 f0は 193.00 THz (1553.33 nm)とし、DMLの温度を制御することで CFO

値を設定した。 

図 4-7(c)は、バーストモード CPFSK 信号の構成であり，信号には約 300 ns のプリアンブ
ル，16.4 µsのペイロード（PRBS 215-1、163840ビット）および 200 nsの EOB (End Of Burst)

から構成されている。バースト信号の分離には、400 nsのガードタイムを使⽤した。コヒー
レント受信器後の受信バーストフレームを図 4-8に⽰す。 

図 4-9は、CFO 値が 0 GHz、+6 GHz、+14 GHz、-6 GHz、-14 GHzの場合の 1ビット遅延検
波後の受信コンステレーションを⽰したものである。CFO 値によって位相が回転している
ことが分かる。実際の CFO 値と提案⼿法で推定した CFO 値との関係を図 4-10に⽰す。実
際の CFO 値は，分解能 0.1 GHzの波⻑計を使⽤して測定した。今回は変調指数が 0.8であ
るため、CFOによる位相回転は CFOが±8 GHzのとき±πに相当する。例えば、実際の CFO

が+14 GHzであるのに対して、推定した CFO 値は約-4 GHzであった。前節で述べたように、
±π を超える CFO 値も補正できることが予想される。この場合、図 4-10 に⽰すように、推
定した CFO 値は-4 GHz程度であり、この値は-π/2に相当する。このことから、提案⼿法は
±πを超える CFO 値を補償できることがわかる。実際の回転量と推定値が完全に⼀致してい
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るわけではないので、CFO 補償後のコンスタレーションは若⼲回転が残っていると思われ
るが、適応 FIRフィルタにより⼗分に補償できる程度の⼩さな回転であると考えられる。 

図 4-11は、提案する CFO 補償を⾏った場合と⾏わなかった場合の LMS後のコンステレー
ションの結果を⽰している。これらの結果は、受信パワーを-38 dBm、CFOを+14 GHzに設
定した時の結果である。今回は、図 4-11 の破線の円で⽰した“mark”と”space”に対してユー
クリッド距離を最⼩化する DD-LMSを⽤いた適応 FIRフィルタを使⽤した。14 GHzの CFO

値は+3/2πに相当するため、受信信号の“mark”と”space”に対するユークリッド距離はほぼ等
しくなってしまう。このとき、適応 FIR フィルタによって“mark”と”space”の⽅向を間違え
てしまう可能性がある。そして、適応等化処理後のバイナリデータへの復号に失敗したと考
えられる。⼀⽅、CFO 補償を使⽤すると、信号の復号に成功している。このように、提案す
る CFO 補償技術は、DSP 回路における適応 FIRフィルタの適応等化処理を強化し、デジタ
ルコヒーレント伝送⽅式を⽤いた PONシステムにおいてバーストモード・コヒーレント受
信を可能にする技術である。⼀⽅、CFO 補償後のコンスタレーションは若⼲回転していて
いたが、今回使⽤した ICRの帯域幅は約 20 GHzであるため、CFO 値が⼤きくなった際に、
⾼周波側の信号が劣化してしまうことが考えられる。その結果、“mark”と”space”の強度成分
にアンバランスが⽣じてしまい、CFO 値を正確に推定することができなくなったと考えて
いる。 

図 4-12に、CFOが 0、-4、-10、+4、+10 GHzの場合の提案⽅式を⽤いた際の BER 特性の
測定結果を⽰す。本研究では、10G-EPONで採⽤されている Reed-Solomon (255, 223)を使⽤
すると仮定し、BER=10-3 における受信パワーを受信感度として定義している[14]。CFO に
よるペナルティは無視できるくらい⼩さく、受信感度が-43 dBm以下という良好な受信感度
特性を実現した。図 4-13 は、CFO 値に対する受信感度の関係をプロットしたものである。
CFOが⼤きい場合、ICRの帯域制限により感度が若⼲低下しているが、CFOが-12〜14 GHz

の範囲では-42.5 dBm以上の⾼い受信感度が得られた。 

以上より、提案した CFO 補償法を⽤いることで、-12〜+14 GHzの CFO 値において 50.5 dB

のパワーバジェットを達成することができた。この CFO 補償範囲は、M乗法などの従来の
ブラインド⼿法の 5倍以上となった。ちなみに、この補償範囲は、DMLの出⼒のスペクト
ル線幅(h=0.8で 8 GHz)と ICRの帯域幅(20 GHz)に極めて⼀致している。 

また、提案⽅式は将来の光アクセスシステムを強化することができること考える。例えば、
技術の進歩に伴い、受信器や ADCの帯域幅が広くなることが予想される。これにより、シ
ンボルレートよりも広い帯域幅を持つ受信器や ADCが使⽤できるようになり、提案⽅式に
よる CFO 補償範囲をさらに広げることができる。つまり、より⾼速な PONシステムでは、
ONU の光送信器に要求される波⻑精度を緩和することができる。これにより、将来の光ア
クセスシステムにおいて、より費⽤対効果の⾼い光送信器の構成を採⽤することを可能に
する。 
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図 4-8 ICRにおける受信バースト信号波形 

 
図 4-9 CFO=0、+6、+14、-6、-14 GHzのときの受信コンスタレーション 

CFO = 0 GHz CFO = +6 GHz CFO = +14 GHz

CFO = -14 GHzCFO = -6 GHz
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図 4-9 実際の CFO 値と提案⼿法で推定した CFO 値 

 

図 4-10 適応等化フィルタにおける CFO 補償の効果 
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図 4-11 Bit error rate 特性 

 

図 4-12 CFO 補償範囲 
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4-5 まとめ 

デジタルコヒーレント伝送⽅式を適応した TDM ⽅式の PONシステムにおいて、経済性の
⾼い上り光送信器を実現するために、直接変調レーザを⽤いたバーストモード CPFSK送信
器を検討した。さらには、ONU向け光送信器に求められる波⻑の安定性を緩和するために、
従来⽅式よりも格段に広い CFO 補償範囲が実現できる新たな⽅式を提案した。本論⽂では、
バーストモード CPFSK信号に対して、TSや正確なタイミング検出を必要としない、シンプ
ルなアルゴリズムに⽤いた新たな CFOの推定・補償技術の詳細な説明と、実験的な検証結
果について報告した。 

提案⽅式を⽤いることで、10 Gbit/sのバーストモード CPFSK信号に対して、±13 GHzの広
い補償範囲と-42.5 dBm以下の⾼い受信感度を実現することができる。さらに、提案⼿法は
LMS ベースの適応 FIRフィルタの収束に寄与することがわかった。また、係数引継⼿法と
提案する CFO 補償技術を組み合わせることで、上りバースト信号における 300 nsという短
いプリアンブル⻑を使⽤することできる。提案⽅式における補償範囲は、受信器の帯域に⼤
きく依存する。そのため、将来的な光受信器や ADCなどの光デバイスの⾼速化により、提
案⼿法の CFO 補償範囲の拡⼤し、ONUに搭載する光送信器に対する波⻑精度の要求性能を
⼤きく緩和することが可能となり、より経済的な光送信器の実現に貢献できると考えられ
る。 
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第５章 光デジタルコヒーレント伝送技術を⽤いた広域光アク

セスネットワークの実現 

5-1 はじめに 

前章までは、広域光アクセスシステムにおけるサービス提供エリアの拡⼤や収容ユーザ数

の増⼤を実現する上で⽋かせない技術であるデジタルコヒーレント伝送⽅式の光アクセス

ネットワークへの適⽤について検討し、デジタルコヒーレント伝送⽅式を⽤いることで、受

信器における受信感度を⼤幅に改善し、PON システムのロスバジェットを向上させること

ができることを明らかにした。本章では、多種多様なサービスに対して柔軟に対応可能で、

⾼効率に収容することができるメトロ・アクセス統合型ネットワークシステムの構成につ

いて提案し、実機により実証を⾏う。提案システムでは、デジタルコヒーレント伝送⽅式を

応⽤し、OFDM変復調⽅式と組み合わせることで、⻑距離伝送を可能とするだけでなく、割

り当てるサブキャリア数や多値度などを柔軟に設定し、多種多様なサービス要件への対応

を可能としている。 

 

5-2 エラスティック光アグリゲーションネットワーク  (Elastic lambda 
aggregation network) 

多種多様なサービスに対して柔軟に対応可能で、⾼効率にネットワークサービスを提供す

る基盤として、メトロ・アクセス統合型ネットワークであるエラスティック光アグリゲーシ

ョンネットワーク(ElAN: Elastic lambda Aggregation Network)が提案されている[4,5]。「エラ

スティック」というのは、伸縮⾃在性を表す⾔葉であり、そのコンセプトの光ネットワーク

への適⽤については、スペクトルスライス・エラスティック光パスネットワーク(SLICE: 

Spectrum-Sliced Elastic Optical Path Network)として提案された[6-8]。SLICEでは、多値変調と

直交周波数分割多重(OFDM: Orthogonal Frequency Division Multiplexing)技術を⽤いることで、

⾼い周波数利⽤効率だけでなく、様々な要求に応じた柔軟な帯域割当を実現している。 

ElANでは、WDM技術を⽤いて、多種多様なサービスの収容を実現している。さらに、適

応変調を⽤いたデジタルコヒーレント OFDM (DC-OFDM: Digital Coherent-OFDM)システム

と、波⻑選択光スイッチ(WSS: Wavelength Selective Switch)により構築した光ネットワークを

組み合わせることで、周波数利⽤効率を実現している。また、適応変調を⽤いることで、サ

ービス要件や光経路におけるエンド・エンドの伝送路損失に応じて、多値度やシンボルレー
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ト、サブキャリア数を柔軟にコントロールし、多種多様なサービスを収容することを可能と

している。ElANは、メトロ・アクセス統合ネットワークシステムであり、これまでアクセ

スネットワーク内の局舎(CO)に配置されていた OLTが、メトロネットワーク内の局舎に集

約される。これにより、従来よりも COの数を減らすことができ、運⽤の⾼効率化が可能と

なる。また、これに伴い従来の光アクセスネットワークよりも伝送距離が⻑距離化するが、

伝送⽅式にデジタルコヒーレント伝送⽅式を⽤いることで、第 3 章、第 4 章で述べたよう

にロスバジェットの抜本的な改善が可能なため、ElANのような⻑距離伝送にも対応可能で

ある。 

 

5-2-1 ElANのシステム構成 

図 5-1にエラスティック光アグリゲーション(ElAN)の概念図を⽰す。ここでは、ElANで

展開される光サービスの例として、FTTH サービス、IoT サービス、ビジネス向け光アクセ

スサービス、公衆無線 LAN サービス、モバイルサービスを記載している。各サービスは、

WDM技術を⽤いて多重されている。ElANでは、伝送レート 10 Gbit/s、収容ユーザ数 512、

最⼤伝送距離 40 kmをターゲットとしている。 

OLTと ONUは、光ファイバー、WSS、光スプリッタを介して接続される。各 ONUは、使

⽤する光サービスなどに応じて、使⽤する波⻑やサブキャリア数などが割り当てられる。ま

た、OLTは伝送路、光スプリッタ、WSSによる損失や、光アンプで発⽣するノイズの損失

などの伝送路環境の情報を有しており、各光信号の伝送後の光信号対雑⾳⽐(OSNR: Optical 

Signal Noise Ratio)に応じて使⽤可能な最⼤多値数の変調フォーマットが割り当てられる。光

ファイバによる伝送損失は、ディスカバリープロセス時のラウンドトリップタイム(RTT: 

Round Trip Time)から求められた伝送距離より算出される。以上のように、OLTが有する伝

送路環境の情報を⽤いて、最適な変調フォーマットとサブキャリア数を割り当てることで、

⾼い周波数利⽤効率を実現できる。これらの各 ONU と OLT 間の論理的な接続や、通信に

使⽤される波⻑や変調フォーマットはリソースコントローラ(RC: Resource Controller)により

管理される。⼀⽅、各 ONUと OLT間の光接続については、RCに割り当てられた光パスに

応じて、光スイッチコントローラ(OSC: Optical Switch Controller）が最適な光経路を算出し、

WSSを制御することで割り当てられる。光経路の選択・切替にWSSを⽤いることで、要求

に応じて柔軟に光パスを切り替えることができるようになるだけでなく、各ノードにおけ

る経路切替に O-E-O 変換が不要となり、ネットワーク全体での消費電⼒の削減、及び遅延

の軽減が期待できる。したがって、ElANは次世代モバイルサービスのような遅延要求の厳
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しい通信サービスにも適したアクセスシステムである。 

 

5-2-2 ⾼柔軟性の実現に向けた OFDM ⽅式の適⽤ 

ElANでは、伝送⽅式に OFDM変復調⽅式を⽤いており、サービスやユーザの要求に対し

て、伝送路環境に応じて最適な変調フォーマット(多値度、シンボルレート)やサブキャリア

数を柔軟に変更することが可能である。そのため、ElANは速度や距離などの、サービス要

件が異なる様々なサービスを収容することが可能となる。例えば、⼤容量が必要となるビジ

ネスユーザ向サービスでは、多値度が⾼い変調フォーマットを⽤いて、割り当てるサブキャ

リア数を多くするなど⾼速⼤容量を実現する伝送パラメータを割り当てる。⼀⽅で、IoT サ

ービスなどの低速サービスに対しては、低速な伝送パラメータを割り当てる。 

 

 
図 5-1 ElANの概念図 

 

 

5-3 提案システムの実機検証 

ElAN は、その特徴から⾮常に多くのユーザを収容することなるため、⾼い信頼性が求め

られる。本章では、ElANにおける災害等による通信障害を想定した⾃動復旧の⼿法につい

て論じる。今回は、(i)伝送路中のファイバ断を想定した通信障害と、(ii)OLT の故障を想定
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した通信障害の 2つのケースを想定した⾃動復旧動作について⽰す。 

従来の光アクセスシステムの障害発⽣時には、担当の技術者が障害原因を特定し、現場に

駆けつけての復旧作業を⾏うため、障害復旧までには半⽇以上を有してしまう。本稿で提案

する⾃動復旧⽅式は、アクセス・メトロ統合型ネットワークにおいて、障害発⽣箇所への技

術者の派遣を必要としないため、復旧時間を⼤幅に短縮することが可能である。さらに、CO

間の OLTのハンドオーバの必要性を⾃動的に判断するため、光伝送路と OLTのいずれの故

障にたも対応して、⾃動での障害復旧を実現することができる。 

 

5-3-1 経路故障発⽣時の冗⻑系切替動作 

図 5-2 に、ElAN における災害による経路故障発⽣時の冗⻑系切替動作の概念図を⽰す。

図 5-2(a)と(b)は、それぞれ定常時と障害時の状態を⽰す。OLTは、複数の OFDM-OSU (Optical 

Subscriber Unit)で構成されている。各 OFDM-OSUは、それぞれ異なった波⻑に対応してい

る。各 OLTは障害対策として、バックアップの OFDM-OSUを搭載している。図 5-2(b)は、

災害により光伝送路におけるWSS間のファイバが断線した状態を⽰す。この時の、障害を

⾃動で検知し、下記の⼿順で障害復旧動作が実⾏される。最初に、ファイバ断の箇所に応じ

て、RCと OSCが連携して最適な経路を算出し、OSCがWSSを制御して OLTと ONU間の

光接続を再構成する。次に、ONU は接続先の OLT の検索を⾏う。このとき、ONU は、接

続先の OLTを発⾒するまで光トランシーバ(TRx)のは波⻑をスイープさせる。今回のケース

では、光経路のみが迂回路へと変更され、波⻑は変更されない。そして、使⽤するサービス

や伝送路環境に応じて、最適な変調フォーマットやサブキャリア数が割り当てられる。例え

ば、図 5-2(b)に⽰したケースでは、切替後に伝送距離が⻑距離化し、SNRが劣化してしまう

ため、変調フォーマットが 16-QAM から QPSK に変更される。このとき、多値度を落とし

た代わりに割り当てるサブキャリア数を増やすことで、障害切替後も伝送容量を落とすこ

となく通信サービスを提供する。 
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(a) 

 

(b) 

図 5-2 ElANにおける災害による経路故障発⽣時の冗⻑経路切替動作の概念図。(a)通常

状態、(b)故障発⽣時。 
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5-3-2 OLT故障発⽣時の冗⻑系切替動作 

図 5-3 に、ElAN における災害による OLT 故障発⽣時の冗⻑系切替動作の概念図を⽰す。

定常状態は図 5-2(a)と同等である。災害により OLT 故障が発⽣すると、OLT 間切替を伴う

冗⻑切替動作が実⾏される。最初に、(i)と同様に RC と OSC が連携し、最適な光経路を算

出、WSSを介した光経路設定が⾏われる。その後、故障した OLTに接続された板 ONUは、

光 TRxの波⻑をスイープさせ、別の COにある OLTと接続するための波⻑に合わせる。そ

して、使⽤するサービスや伝送路環境に応じて、最適な変調フォーマットやサブキャリア数

が割り当てられる。例えば、図 3 に⽰したケースでは、切替後に伝送距離が⻑距離化し、

SNRが劣化してしまうため、変調フォーマットが 16-QAMから QPSKに変更される。この

とき、多値度を落とした代わりに割り当てるサブキャリア数を増やすことで、障害切替後も

伝送容量を落とすことなく通信サービスを提供する。 

 
図 5-3 ElANにおける災害による OLT故障発⽣時の冗⻑系切替動作の概念図 

 

 

5-4 提案システムの検証 
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図 5-4 試作機で構成した ElANの実機実証環境 

 

5-4-1 経路故障発⽣時の冗⻑系切替動作の実機検証 

本節では、災害により光経路中のファイバの断線が発⽣した場合を想定した冗⻑経路への

切替動作について、実機検証を⾏った結果について論じる。図 5-５に検証を⾏った実験系

を⽰す。本研究では、多重化⽅式として下り⽅向通信については OFDMA (Orthogonal 

Frequency Multiple Access)⽅式を⽤いたが、上り⽅向通信には時分割多重⽅式を⽤いた。こ

こで、上り⽅向通信については、バースト対応の OFDM-TRxが開発中のため IM-DD ⽅式を

採⽤した。また、MAC (Media Access Control)ボードと PCS (Physical Coding Sublayer)ボード

については参考⽂献[13]で論じられているものを使⽤した。 

ONU では、下り⽅向信号の受信⽅式として、リアルタイムの⾃⼰ホモダイン OFDM レシ

ーバをも⽤いた。⾚と⻘の点線で⽰した障害発⽣前の状態では、ONU#1は OLT#1に搭載さ

れた OFDM-OSU#1 と、20 km の光ファイバと WSS で構成された光経路を介して接続され

ていた。また、WSSによる損失を補償するために、EDFAを⽤いた。上り⽅向通信には λu1、

下り⽅向通信には λd1の波⻑をそれぞれ⽤いた。経路故障が発⽣し、冗⻑経路に切り替えた

後は ONU#1 は、迂回路を経由して切替前と同じ波⻑を⽤いて同じ OSU と接続される。こ

の時、伝送距離が 20 kmから 40 kmに増加している。 

ここでは、災害を想定した光経路の障害発⽣時における、RCと OSCの連携動作による冗

⻑切替動作について検証した結果について論じる。また、検証では適応変調の効果を確認す

るために、ネットワークテスタより 100 Mbpsの信号を ONU#1と ONU#2に⼊⼒し、適応変

調の有無による伝送容量への影響について評価した。 

図 5-6に、経路故障発⽣時の冗⻑系切替動作におけるシーケンスを⽰す。OLT#1は、故障
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を検知すると RCへ障害情報を送信する。RCは、OLTと ONUの論理接続を計算し、その

情報を OSCへ送信して新たな光経路設定を要求する。ここでは、OLTの故障は発⽣してい

ないので、論理接続に変更はない。OSCでは、新たな光経路の計算及びWSS区間の経路の

再設定を⾏い、その経路情報を RCへ返す。その後、RCは OLT#1に、新たな経路情報及び

使⽤する波⻑情報を送る。OLT#1は、指定された波⻑でディスカバリ信号を出⼒する。ここ

では、ONU の受信波⻑掃引によるディスカバリープロセスを⽤いた[15]。ONU#1 及び

ONU#2 では受信波⻑をある⼀定の間隔でスイープし、所定の波⻑でディスカバリ信号を受

信することで OLTとの接続が完了する。ONUにおける波⻑掃引時間は、試作したMACボ

ードを⽤いて模擬した。波⻑掃引速度は 0.5秒/λとし、総波⻑数は 16とした。 

OLT 内の光送信器は、様々なパラメータ(シンボルレート、多値度(QPSK or 16-QAM)、割

当サブキャリア数)を柔軟に設定することできる。OLTでは、RCから送信された光経路情報

及び RTTから⾒積もった OLT-ONU間距離より、各 ONUにおける受信特性を算出して最適

なシンボルレート、多値度を選択する適応変調という機能を有している。この適応変調と割

当サブキャリア数を柔軟に設定することで、切替前後で伝送路環境が⼤きく変化した場合

でも、通信品質を劣化させることなく通信を復旧させることができる。 

本研究では、提案した経路故障における冗⻑系切替動作の実現可能性を確認するために、

EλAN の試作機を⽤いて故障発⽣から復旧に要する時間を評価した。ここでは、WSS#1 と

WSS#2 の間の光ファイバを抜去することで、災害による経路故障を模擬した。図 5-7(a)と

(b)に、ネットワークテスタにより測定した冗⻑系切替動作における ONU#1と ONU#2のト

ラフィックの経時変化の測定結果を⽰す。図中で、トラフィックが⼤きく減少している部分

は、光経路故障により通信断が発⽣しているところである。本結果より、提案⼿法を⽤いる

ことで、経路故障により OLT#1との間での通信断が発⽣した ONU#1と ONU#2に対して、

⾃動での冗⻑経路への切替により通信が復旧できることを確認できた。図 5-7(a)に⽰した

ONU#1については、切替前に 20 kmであった光経路の距離が、切替後には迂回路への光経

路切替となるため、60 kmに変更される。伝送路が⻑延化することで、伝送路損失の増加に

より受信後の SNRが劣化することが想定される。そのため、適応変調を適⽤し、切替前に

は変調フォーマットが 16-QAM だったのに対し、切替後は SNRに合わせて多値度を落とし

て QPSKに変更した。また、多値度を落としたことによる通信品質の劣化を防ぐために、サ

ブキャリア数を 3から 6に増加した。図 5-7(a)に⽰した通り、伝送前後での変調フォーマッ

トを最適化する適応変調を⽤いない場合は、光経路切替後にトラフィックの損失が発⽣し、

通信品質が⼤きく劣化しているのに対して、光経路切替において通信品質を劣化させるこ
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となく通信を復旧させることができた。また、通信断が発⽣してから通信が復旧までに、９

秒の時間を要したが、これは、通信断の検出が 1秒、波⻑掃引を⽤いたディスカバリープロ

セスが 8秒であり、設計値とほぼ同等の結果となった。以上より、EλANにおいて、災害に

よる光経路故障に対して提案した冗⻑系切替⼿法を⽤いることで、通信品質を落とすこと

なく、10秒以内に⾃動で障害から通信を復旧させることができることがわかった。 

 

図 5-5 EλANにおける光経路故障時の冗⻑経路切替動作の実験構成 

 

図 6 EλANにおける光系故障発⽣時の冗⻑経路切替動作の動作シーケンス 
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(a) 

 

(b) 

図 5-7 EλANにおける光経路故障発⽣時の冗⻑経路切替動作時の(a)ONU#1と(b)ONU#2に

おけるトラヒックの経時変化 
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5-4-2 OLT故障発⽣時の冗⻑系切替動作の実機検証 

本節では、災害により COに設置した OLTにて故障が発⽣した場合を想定した CO間を跨

いだ冗⻑ OLTへの切替動作について、実機検証を⾏った結果について論じる。図 8に、検

証を⾏った実験系を⽰す。実験系については、5-4-1 節の検証で⽤いた実験系と同様のもの

を⽤いた。図中の⾚線で⽰した故障発⽣前の光接続(光パス 1)では、ONU#1と OLT#1は 20 

kmの光ファイバとWSSで構成された光経路を介して接続されている。また、WSSによる

損失を補償するために、EDFAを⽤いた。上り⽅向通信には λu1、下り⽅向通信には λd1の波

⻑をそれぞれ⽤いた。 

⼀⽅、災害による OLT#1の故障を検知すると、RCと OSCが連携してWSSを制御し、OLT

と ONU間の光経路の接続を⻘線で⽰した冗⻑系へと切り替える。切替後の光経路では、上

り⽅向通信には λu2、下り⽅向通信には λd2の波⻑をそれぞれ⽤いた。さらに、伝送距離が 40 

kmに増加している。このとき、ネットワークテスタを⽤いて ONU#1に対して 100 Mbit/sの

信号を送信し、切替前後でのトラフィックの変化を測定し、通信品質への影響を評価した。

ここでは、メトロ・アクセス区間における冗⻑系への切替動作について評価を⾏うため、

OLT よりも、より上位のコアネットワーク側での切替動作は想定していない。そのため本

検証では、ネットワークテスタから信号を、OLT#1と OLT#2の両⽅に対して 100 Mbit/sの

信号を送信し続けた。 

OLT 故障発⽣時の切替動作シーケンスを図 5-9 に⽰す。OLT#1 は、故障を検知すると RC

へ障害情報を送信する。RCは、新たな OLTと ONUの論理接続を計算し、その情報を OSC

へ送信して新たな光経路設定を要求する。OSCでは、新たな光経路の計算及びWSS区間の

経路の再設定を⾏い、その経路情報を RCへ返す。RCは上位側の L2SWに対して、OLT#1

宛のパケットを OLT#2宛に変更するように指⽰を出す。その後、RCは OLT#2に ONU#1 の

収容を指⽰する。このとき、新たな経路情報及び使⽤する波⻑情報を OLT#2に送る。OLT#2

は指定された波⻑でディスカバリ信号を出⼒する。⼀⽅、ONU1では受信波⻑をある⼀定の

間隔でスイープし、所定の波⻑でディスカバリ信号を受信することで OLT との接続が完了

する。また、ここでも前節と同様に、光送信器の適応変調機能により、切替前後の伝送路環

境における最適な変調⽅式と割当サブキャリア数を設定し、切替後に通信品質が劣化する

ことを防ぐ。 

本章では、提案した CO間を跨いだ冗⻑系 OLTへの切替動作の実現可能性を確認するため

に、EλANの試作機を⽤いて故障発⽣から復旧に要する時間を評価した。ここでは、OLT#1

の⼊⼒端の光ファイバを抜去することで、災害による OLT故障を模擬した。図 5-10に、ネ
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ットワークテスタにより測定した冗⻑系切替動作におけるONU#1への下り⽅向通信のトラ

フィックの経時変化の測定結果を⽰す。図中のトラフィクが⼤きく減少している部分は、

OLT 故障による通信断が発⽣しているところである。本結果より、切替前に光パス１を介

して OLT#1 と接続されていた ONU#1 は、故障の検知を契機に、光パス２を介した OLT#2

との接続に⾃動的に切り替えることができることが確認できた。また、このときの通信断か

ら復旧までにかかった時間は 9.5秒であった。これは、通信断の検出に 1秒、波⻑掃引を⽤

いたディスカバリープロセスに 8.5秒であり、設計値とほぼ同等の結果となった。以上より、

EλAN において、災害による OLT 故障に対して提案した冗⻑系への切替⼿法を⽤いること

で、20 km 離れた CO 間を跨ぐ冗⻑系 OLT への切替動作においても、通信品質を落とすこ

となく、10秒以内に⾃動で障害から通信を復旧させることができることがわかった。 

 

図 5-8 OLT故障発⽣時の冗⻑系切替動作の実験構成 
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図 5-9 OLT故障発⽣時の冗⻑系切替動作の動作シーケンス 

 

 

図 5-10 OLT故障発⽣時の重畳系切替動作時のトラフィックの経時変化 
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5-5 まとめ 

本章では、多種多様なサービスを⾼効率に収容可能な広域光アクセスシステムを⽬指し、

最⼤伝送距離 40 km以上の規模を有するメトロ・アクセス統合型ネットワークである ElAN

の実機評価を⾏うためのシステム構成について検討し、実機検証を⾏った。EλANでは、光

信号の伝送⽅式として、デジタルコヒーレント伝送⽅式と OFDM変復調⽅式を組み合わせ

ることで、⻑距離伝送だけでなく、様々なサービス要件に⾼柔軟に対応することが可能とな

った。また、ありとあらゆる通信サービスが EλANに接続されることが想定されるため、災

害等による故障の影響が甚⼤である。そこで、今回はメトロ・アクセス統合型ネットワーク

である EλANの⾼信頼化を実現するために、災害による光経路、および OLT故障が発⽣し

た際の⾃動復旧シーケンスについて検討し、実機により実証した。 

災害によって光経路故障が発⽣したことを想定した冗⻑系への切替動作では、光経路故障

に起因する通信断を⾃動で検知し、⾃動で光経路を柔軟に切り替えることで、通信を復旧で

きることを実証した。また、切替動作時に適応変調を適⽤することで、切替前後で伝送距離

が 20 kmから 60 kmに⼤きく増加する場合においても通信品質を劣化させることなく通信

を復旧させることができた。 

同様にして、災害による OLT故障が発⽣したことを想定した冗⻑系への切替動作について

実機検証を⾏った。その結果、OLT故障に起因する通信断を⾃動で検知し、光経路の切替、

さらには故障した OLTに接続されていた ONUを 10 km以上離れた別の COに配置された

OLTにて救済することで、通信を復旧できることを実証した。また、光経路故障における冗

⻑系への切替と同様にして、適応変調を⽤いることで、切替前後で通信品質を劣化させるこ

となく通信を復旧できることを確認した。 

本章では、メトロ・アクセス統合型ネットワークである EλANにおいて、故障の検知から

通信の復旧までを⾃律的かつ柔軟に実現する冗⻑系への切替動作について、試作機で構築

した検証環境を⽤いた実機実証について述べた。本提案⼿法を⽤いることで、メトロ・アク

セス統合型ネットワークにおいて、故障検知から通信復旧までをシステムが⾃律的に⾏う

だけでなく、OFDM伝送⽅式における適⽤変調を⽤いることで通信品質を落とすことなく、

⾼信頼に実現できることを実証した。 
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第 6 章 オールフォトニクスネットワークにおけるユーザ端末

の遠隔制御 

6-1 はじめに 

前章では、多種多様な通信サービスを収容可能で、様々サービス要件に応じて柔軟に対応
可能な将来のメトロアクセス統合型の広域光アクセスシステムである EλAN について述べ
た。EλANでは、デジタルコヒーレント伝送⽅式による光アクセスシステムを広域化だけで
なく、帯域割り当てをより柔軟にできる OFDM ⽅式を採⽤し、OLTをよりコアネットワー
クに近い上位の通信局舎に配備した。⼀⽅、ネットワーク上で展開される通信サービスは、
さらなる⾼度化が進むと考えられる。それに伴い従来のようなベストエフォート型の通信
ではなく、各サービスに特化した帯域補償された低遅延でリアルタイム性が⾼い通信サー
ビスへの要求が⾼まり、それを⽀える通信⽅式にも対応する必要があると考える。 

そこで、本章では、EλANをさらに発展させ、アクセスからコアまで横断的に end-to-endで
経路中の電気処理を介すことなく様々な光信号の接続を実現する究極のフォトニックネッ
トワークであるオールフォトニクスネットワーク(APN: All-Photonics Network)について述べ
るとともに、APNで必要となる加⼊者端末の遠隔監視制御技術について述べる。 

 

6-2 オールフォトニクスネットワーク(APN) 

IoT 技術の普及や産業のデジタル化の進展などにより、インターネットトラヒックは増加
し続けている。さらに今後は、拡張現実(AR: Augmented Reality)や仮想現実(VR: Virtual 

Reality)といった所謂クロスリアリティ(XR: Cross Reality)といわれる技術の進展により、遠
隔医療などの通信サービスの⾼度化が進むと考えられる。それに伴い更なる⾼速な通信サ
ービスへの要求ととともに、従来のベストエフォート型ではなく、各サービスに特化した帯
域補償された低遅延な通信、リモートワールドやスマートシティなどの実現に向けた応⽤
が期待されている。分散コンピューティングでは、点在するコンピュータを、ネットワーク
を介して接続して連携動作させることで、より⾼度で複雑な演算処理を可能にする技術で
ある。その他にも、実世界で得られたありとあらゆるセンシングデータをサイバー空間で⼤
規模データ処理により分析することで、実世界における新たな価値創造やソリューション
の実現が期待されているサイバーフィジカルシステム[1]では、⼤量のセンシングデータを
情報処理基盤にリアルタイムに送信する必要がある。また、収集したデータを処理した情報
を実世界にリアルタイムにフィードバックする必要がある。 

以上のような、⾼度な新サービスの提供に向けて、従来のような⾼速・⼤容量化だけでは
なく、⾼信頼かつ極低遅延な通信を可能にするネットワーク基盤として、APN が検討され
ている[2]。⼀般的に通信ネットワークはコアネットワーク、メトロネットワーク、アクセス
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ネットワークから構成された階層的なアーキテクチャとなっていて、各ネットワーク間で
は光信号を⼀度電気信号に変換し、サービスやユーザに応じて集線・分配といった処理が⾏
われる。アクセスネットワークからメトロネットワークなど、上位のネットワークにトラヒ
ックを送信する場合、集線や多重といった電気処理が⾏われ、多数のユーザやサービスをよ
り⾼速・⼤容量な光信号にまとめて上位のネットワークに送信される。集線・多重すること
で、通信装置や伝送路などが共有することが可能となり、⾼い経済性が実現できる。しかし、
その⼀⽅で、データの優先度に応じて、送受信するタイミングの待ち合わせによる遅延が発
⽣してしまう。さらには、ユーザやサービスごとに使⽤可能な帯域が限られるため、⾼精制
裁映像などの帯域を圧迫する可能性がある⼤容量データについて、データ圧縮が必要なた
め圧縮処理によっても⼤きな遅延が発⽣してしまう。 

APNでは、従来のような各ネットワークの階層間で必要とされていた電気処理を極⼩化し、
end-to-endでの光接続をすることで、極低遅延かつ⾼速・⼤容量な光パスを提供することが
可能となる。さらには、階層間の電気処理を排すことで、特定の通信プロトロコルに縛られ
ることがない光パスを提供することが可能となる。また、APN では、フルメッシュの光パ
ス接続に対応することを志向しているため、⾼い柔軟性と拡張性を有するネットワーク基
盤を構築することが可能となる。図 2-6に⽰したように、APNは、Photonic Gateway (GW)と
Photonic Exchange (EX)という 2 種類の光ノードから構成され、各ノードでは集線や分配と
いった電気処理を極⼩化したアーキテクチャとなっている[3]。各ユーザやサービスにはそ
れぞれ専⽤の波⻑が割り当てられ、電気処理を介さない光スイッチング技術を⽤いた
Photonic GWや Photonic EXを介して、波⻑ごとに最適な end-to-endの光パスが提供される。
専⽤波⻑割り当てにより、⾼速・⼤容量な通信が可能となるだけでなく、電気処理を介さな
い end-to-end光接続により、サービス種別や特定のプロトコルに寄らない極低遅延な通信サ
ービスの実現が可能となる。 

 

6-3 Photonic Gateway 

Photonic GWは、APNの⼊り⼝に配置され、多種多様なユーザ装置を収容する役⽬を担っ
ている光アクセスノードである。図 6-1に Photonic GWの構成図を⽰す。Photonic GW は、
光経路の振り分けをするための光スイッチ、波⻑合分波器、アクセス系管理制御部、APN コ
ントローラから構成される。APNに接続されたユーザ装置は、Photonic GWに接続され、使
⽤するサービスや接続先に応じて、APN コントローラが最適な波⻑の割り当てを⾏う。
Photonic GWは、ユーザ装置に対して、アクセス系管理制御部を介して遠隔で波⻑設定を⾏
う。また、それと同時に APN コントローラは光スイッチを制御して接続先に応じた対地(他
の Photonic GWや Photonic EX)にユーザ装置からの光信号に対して、波⻑合分波器を介して
転送する。これにより、電気処理を介さない end-to-endの光接続を実現する。光パスの接続
形態としては、複数の光ノードを介した end-to-endの光接続の他にも、同⼀の Photonic GW
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に接続されているユーザ装置間で光パスを形成する折り返し接続も可能である。 

APNでは、多種多様なユーザ装置やサービスを同⼀のネットワーク基盤に収容することを
⽬指している。そのため、アクセス⾯においては、多種多様な通信プロトコルの光信号に対
して、遠隔での管理制御を⾏うことが可能な技術が必要となる。通信プロトコルに寄らない
ユーザ装置の遠隔管理制御⽅式としては、out-of-band ⽅式である AMCC が有効である。
AMCCは、ITU-Tで標準化されている TWDM-PON (G.989シリーズ)における管理制御チャ
ネルとして規定されている[4]。従来⽅式である In-band ⽅式では、Ethernet OAM (Operation, 

Administration, Management)のように、主信号フレームの間に制御フレームを埋め込むのに
対し、AMCC はユーザ信号である主信号よりも⼗分に低い周波数帯域に管理制御信号を周
波数多重する⼿法である。主信号と AMCC信号は、周波数軸上で物理的に異なるチャネル
として重畳されているため、主信号に影響を与えることなく管理制御信号を送受信するこ
とが可能である。つまり、主信号の変調⽅式など信号種別や通信プロトコルに依存すること
がない管理制御が可能であり、APN における管理制御⽅式に適しているといえる。主信号
光と異なる波⻑を管理制御チャネルとして使⽤することも out-of-band ⽅式の⼀つではある
が、ユーザ装置内に管理制御チャネル⽤の別トランシーバを追加する必要があるため、ユー
ザ装置構成が複雑になる。⼀⽅、AMCC 信号は主信号と同⼀トランシーバを⽤いて重畳す
ることが可能なため、従来通りシンプルなユーザ装置構成を採⽤することができる。これま
でに Photonic GW に新たに接続されたユーザ装置に対して、接続先に応じた光スイッチの
⾃動制御、および AMCC信号を⽤いた遠隔端末制御による光トランシーバの波⻑設定によ
る⾃動光パス開通について検討を⾏い、実機で構築した Photonic GWを⽤いて実証した[5]。 

上記の APN における初期接続⼯程では、ユーザ装置は最寄りの Photonic GW の初期接続
⽤ポートに搭載された管理制御⽤の AMCC対応光トランシーバを⽤いて遠隔で制御される。
しかしながら、初期接続⼯程を経て、ユーザ装置間での end-to-endの光パスを構築してしま
うと、Photonic GWでは光電変換やユーザ信号の電気処理を⾏わないため、AMCCを⽤いた
としてもユーザ装置と Photonic GW の間で制御信号の送受信ができなくなり、サービス運
⽤中のユーザ装置に対する管理制御を⾏うことができなくなってしまう。そのため、運⽤中
でもユーザ装置に対して遠隔での管理制御を⾏うことができる新たな管理制御技術が必要
とされている。 

本章では、APNにおける運⽤中のユーザ装置の遠隔での管理制御の実現を⽬指し、ユーザ
信号(主信号)に対する光電変換や電気処理を⽤いない新たな管理制御⽅式について提案し、
実機を⽤いた検証系にて提案⼿法の有効性を明らかにする。また、APN における運⽤中の
ユーザ装置の管理制御について、さらなる信頼性向上に向けた提案⽅式の改良についても
述べる。 
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図 6-1 Photonic Gatewayの構成図 

 

6-4 遠隔端末制御⽅式の提案 

前節で述べた通り、APNではユーザ信号の光電変換や電気処理を排しているため、運⽤中
のユーザ装置に対する遠隔監視制御が難しいという課題がある。また、本研究で実現を⽬指
している広域光アクセスシステムでは、多種多様な通信サービスを収容するため、特定の通
信プロトコルに依存せず、管理制御⽅式が必要とされている。そこで、本節では、特定のプ
ロトコルに依存することなく、運⽤中のユーザ装置の遠隔監視制御を実現するための⼿法
として、Photonic GW内における AMCC信号の途中引抜・重畳⽅式について提案する。 

図 6-2に提案する管理制御信号の途中引抜・重畳⽅式を⽰す。Photonic GWは、アクセスネ
ットワークとメトロネットワークの境界にある光ノードである。APN コントローラの指⽰
により、様々な種類のユーザ装置を収容することができる。上記の通り Photonic GWは、光
スイッチ(SW)、波⻑合分波器、アクセス系管理制御部から構成されている。光スイッチは、
光信号を光／電気変換することなく、各光パスの⾏き先に応じた適切な⽅向に転送する。ア
クセス系管理制御部は、主信号プロトコルに関係なく、ユーザ装置と AMCC信号を⽤いて
制御信号を送受信する。 

ユーザ装置から Photonic GWへ上り制御信号を伝送するために、主信号に対して AMCC信
号として制御信号を重畳する。Photonic GW＃1 のパッシブエクストラクタは、ユーザ装置
＃1-k(k＝1，2，・・・)からの光信号の⼀部を、パワースプリッタを⽤いて分岐してアクセス
系管理制御部へ送る。Photonic GW＃1のアクセス系管理制御部は、上り⽅向の AMCC信号
のみを復調し、制御信号を抽出する。⼀⽅、Photonic GWからユーザ装置へ送信する下り⽅
向の制御信号は、主信号の波⻑ lSとは異なる波⻑ lCで送信する。⼀⽅、ユーザ装置#2-kで
は、対向のユーザ装置#1-kから送信された主信号と、下り⽅向の AMCC信号を 1つの受信
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器で波⻑分離することなく同時に直接検出することが可能である。 

本提案では、下り⽅向の AMCC 信号を受信するために波⻑分波器や専⽤の受信器を追加
せず、ユーザ装置#2-k をシンプルな構成にするために、3 つの⼯夫をしている。1 つ⽬は、
上り⽅向の AMCC信号と同様に、下り⽅向の AMCC信号成分の最⼤周波数帯が主信号成分
の最低周波数帯よりも低くなるように設定することである。2つ⽬は、図 6-2に⽰すように、
異なる周波数 f1、f2を持つ上り⽅向の AMCC信号と下り⽅向の AMCC信号にそれぞれサブ
キャリアを割り当てることである。パッシブエクストラクタはパワースプリッタのみで構
成された⾮常にシンプルな装置である。したがって、ユーザ装置#1-kで重畳された Photonic 

GW#1への上り⽅向の AMCC信号は、ユーザ装置#2-kへの⼊⼒される光信号に残存してい
ることになる。３つ⽬の⼯夫は、λSと λCの波⻑差をユーザ装置#2-kに搭載する受信器の帯
域幅より⼗分に⼤きく設定することである。ユーザ装置#2-k では、主信号と下り⽅向の
AMCC 信号の２つの波⻑の光信号を単⼀の受信器で同時に受信するため、２つの光信号の
波⻑差に応じたビート信号が発⽣する。λSと λCの波⻑差を⼗分に離すことで、２信号間で
発⽣したビート信号の周波数が受信器の帯域より⼗分に⾼周波の信号となり、検出されな
くなる。これらの⼿法により、下り⽅向の AMCC 信号は、ユーザ装置#2-k で受信した後、
簡単な電気的なフィルタを⽤いて主信号や上り⽅向の AMCC信号から分離される。 

本提案は、以下のような特徴がある。第⼀に、Photonic GW は、低速な直接変調レーザや
WDMカプラなど、経済性が重要な光アクセスシステムで広く⽤いられている低コストな光
部品を⽤いて下り⽅向の AMCC信号の途中重畳が可能である。第⼆に、ユーザ装置は 2波
⻑を受信する必要があるが、2波⻑を同時に受信する⽅式を採⽤しているため、従来の通り
のシンプルな受信器構成を⽤いることが可能である。第三に、主信号光が Photonic GWに届
かない場合でも、Photonic GW は下り⽅向の AMCC 信号を送信し続けることができる。こ
れにより、対向のユーザ装置や Photonic GW 間の光ファイバが断線した場合などの故障が
発⽣した場合にもユーザ装置に対する管理制御機能を失うことがないため、通信システム
全体の信頼性が向上し、end-to-endの光パス回復の回復時間の短縮が期待できる[6]。 

 

 
図 6-2 提案する APNにおける遠隔端末制御⽅式 
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6-5 提案⼿法の実機検証 

提案⽅式の有効性を確認するために、各スパンにおけるロスバジェットを測定し、提案構
成のスケーラビリティの評価を⾏った。なお、AMCC 信号と主信号は異なる終端点を持つ
ため、アセスネットワークの最⼤伝送損失は、上り⽅向および下り⽅向の AMCC信号のロ
スバジェットを下回る必要がある。⼀⽅、Photonic GWの挿⼊損失を含む end-to-endの最⼤
伝送損失は、主信号の end-to-endにおけるロスバジェットを下回る必要がある。 

 

6-5-1 実験構成 

図 6-3に実験セットアップを⽰す。ユーザ装置#1送信器は、10G-l tunable SFPと半導体光
増幅器(SOA)で構成されている。SOAは、ブースタアンプだけなく、AMCC変調器としての
役割を担っている。主信号は、10.3125 Gbit/s の PRBS 231-1、NRZ 信号を使⽤した。λS は
1553.33 nmとした。上り⽅向の AMCC信号#1は PRBS 27-1、128 kbit/s振幅シフトキーイン
グ(ASK)の信号を 500 kHzのサブキャリアで変調した。このときの、変調指数は 10%に設定
した。また、SOA 出⼒の光パワーは+8.4 dBmであった。 

 

6-5-2 実験結果 

最初に、ユーザ装置#1と Photonic GW#1間の Span 1におけるロスバジェットの評価を⾏
った。Photonic GW#1は、32×32光スイッチ、AWGを⽤いた 50 GHz間隔の波⻑合分波器か
ら構成されている。上り AMCC 信号(AMCC 信号#1)は Photonic GW#1 内に設置された 1:1

パワースプリッタを⽤いて信号光の⼀部を抽出し、アバランシェフォトダイオード(APD)で
検出された後に、オフライン処理によりビットエラーレート(BER)を算出した。図 6-4に、
Photonic GW #1への⼊⼒パワーに対する 10 kmの SMF伝送後の AMCC信号#1の BERの測
定結果を⽰す。BERが 1.0 × 10-3のときの受信感度は-27.3 dBmであった。ユーザ装置#1か
らの出⼒光パワーは+8.4 dBmであったので、Span 1のリンクバジェットは 35.7 dBとなる。 
次に、1310 nmで重畳した AMCC信号#2の 10 kmの SMF伝送後の BERを測定した。結果
を図 6-5に⽰す。 Photonic GW#2では、PRBS 27-1、128 kbit/sの ASK信号、サブキャリア
周波数が 250 kHzの変調信号を、直接変調レーザ(DML)に⼊⼒し、AMCC信号#2を⽣成し
た。下り⽅向の AMCC信号は O-band/C-band⽤の WDMフィルタを⽤いて主信号と波⻑多
重され、ユーザ装置#2に向けて出⼒された。なお、ユーザ装置#2では、波⻑多重された信
号光を受信するために、単⼀の 10G 級 APDを使⽤した。10G 級 APDの出⼒は 2つに分岐
され、⼀⽅はカットオフ周波数 1 MHzのローパスフィルタを透過後、DSOにて取得し、オ
フライン処理にて AMCC信号#2の BERを算出した。横軸の受信パワーは、主信号と AMCC

信号#2 の 2 つの波⻑の光信号の総和である。2 つの波⻑を同時に検出することで⽣じるペ
ルティは、3.2 dBであった。Photonic GW #2 から出⼒された光パワーは+4.6 dBmであった
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ので，Span 2では 40.8 dBのロスバジェットが達成できた。 

最後に、end-to-endにおける主信号の BERを測定した。Photonic GW#1はから出⼒される
光信号は、Photonic GW 内の挿⼊損失を補償するためにエルビウム添加ファイバ増幅器
(EDFA: Erbium-Doped Fiber Amplifier)で増幅された後、20 kmのトランク区間を伝送した。図
6-5に⽰すように，BER = 1.0×10-3における受信感度は-24.8 dBmであった。また、2波⻑同
時受信によるペナルティは 3.4 dB であった。Photonic GW#1 からの出⼒された光パワーは
+8.4 dBm、EDFAの増幅利得は 18.8 dBであったため、Photonic GWの挿⼊損失を含む end-

to-endのロスバジェットは 52.0 dBであった。以上より、提案⽅式を⽤いることで、アクセ
ス区間のロスバジェットが 35.7 dB 以下、end-to-end のロスバジェットが 52.0 dB 以下の条
件で、柔軟に APNを設計することが可能であることがわかる。 

 

 

図 6-3 実験構成図 
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図 6-4 上り AMCC信号の BER 特性 

 

図 6-5 下り AMCC信号の BER 特性 
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図 6-6 End-to-Endにおける主信号の BER 特性 

 

6-6 まとめ 

本章では、第 5章で述べた広域光アクセスシステムをさらに発展させ、アクセスからコア
まで横断的に end-to-end で経路中の電気処理を介すことなく様々な光信号の接続を実現す
る究極のフォトニックネットワークである APN について述べた。APN における運⽤中の
end-to-end光パス接続されたユーザ装置に対する管理制御⼿法として、経路中の電気処理を
必要としない新たな管理制御⼿法について提案および実験的に実証した。ユーザ装置から
送信された AMCC信号を Photonic GWにて途中引抜する⼀⽅で、主信号とは異なる波⻑の
下り⽅向の AMCC 信号を送信することで、Photonic GW は主信号のプロトコルや状態に関
わらず運⽤中のユーザ装置に対する監視制御を実現することができる。主信号と下り⽅向
の AMCC信号の 2波⻑同時受信⽅式により、従来と同じくシンプルな受信器構成がユーザ
装置に採⽤できる。提案⼿法におけるアクセス区間と end-to-endのロスバジェットは、それ
ぞれ最⼤ 35.7 dB、52.0 dBであり、この範囲の中で APNを柔軟に構成することが可能であ
る。 

以上のように、本章では広域光アクセスシステムのさらに将来の光ネットワークとして
APNについて紹介し、APNにおいて必要不可⽋であるユーザ信号のプロトコル種別に依存
しない新たな管理制御⽅式について提案し、その有効性を明らかにした。これにより、本研
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究で実現を⽬指している多種多様なサービスの収容を可能とする広域光アクセスシステム
において、サービス種別や特定のプロトコルに依存することのないユーザ装置の遠隔での
監視制御が可能になると期待できる。 
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第７章 結論 

本論⽂の結論を以下にまとめる。 

将来の光アクセスネットワークでは、多種多様な通信サービスが提供されるようになると
考えられる。現有の光アクセスネットワークでは、サービス毎にネットワークに必要な通信
速度や提供エリア(距離)などのサービス要件が異なるので、それぞれ個別にネットワークを
構築する必要があり、OPEXや CAPEXといった設備投資や保守運⽤にかかるコストが⼤き
く増加してしまっている。将来の光アクセスネットワークでは、そのようなコストを削減し、
多種多様なネットワークサービスを⾼効率に収容するために、個々のサービス要件に柔軟
に対応可能で様々なネットワークサービスを同⼀基盤上で提供可能な新たなネットワーク
システムが必要とされる。 

そこで本研究では、多種多様な通信サービスを同⼀基盤上で⾼効率に提供可能な新たなネ
ットワークとして、広域光アクセスシステムを新たに提案する。提案する光アクセスシステ
ムにデジタルコヒーレント伝送⽅式を適⽤することで、PON システムにおけるサービス提
供エリア(伝送距離)、および収容ユーザ数(分岐数)の抜本的な拡⼤を⽬指した。また、多様
化する通信サービスを⾼効率かつ⾼柔軟に収容可能な広域光アクセスシステムについて実
機により実証することを⽬標とした。 

第 2章では、本研究の⽬標である広域光アクセスシステムについて説明し、その要素技術
であるデジタルコヒーレント伝送⽅式の光アクセスシステム応⽤における課題について述
べた。デジタルコヒーレント伝送技術を適⽤した経済的な PONとして、上り⽅向通信にデ
ジタルコヒーレント伝送技術、下り⽅向通信にシンプルな IM-DD ⽅式を採⽤したTDM-PON

について述べ、⽬標となるロスバジェットについて明らかにした。また、その中で重要とな
る加⼊者装置に搭載する光送信器の経済化について述べた。次に、将来の光アクセスネット
ワークで展開される多種多様な通信サービスを同⼀基盤上で収容する、すなわちマルチサ
ービス収容を可能とするメトロ・アクセス統合型ネットワークシステムにおいて伝送だけ
でない要求性能や⾼い柔軟性を実現するための検討課題について述べた。また、さらなるマ
ルチサービス収容を⽬指す上で必要となる通信サービスの多様なプロトコルや変調⽅式を
柔軟に収容可能な、加⼊者収容装置の遠隔管理制御技術の必要性について述べた。 

第 3章では、新たに開発した上りバースト信号に対応した DSPを⽤いてデジタルコヒーレ
ント伝送技術を適⽤した PONシステムを実機で構築し、システムレベルでのリアルタイム
での 10 Gbit/s 双⽅向 40 km伝送実験を⾏った結果について述べた。実験結果、従来システ
ムの 64倍に相当する収容数が実現可能な 50 dB以上のパワーバジェットを達成した。 

第４章では、加⼊者装置への搭載できるレベルの経済的な光送信器の実現を⽬指し、直接
変調レーザ(DML)を⽤いたシンプルなバーストモード光送信器を提案し，CPFSK という変
調⽅式を⽤いたバースト対応光送信器を提案および実証した。また、その際に課題となるキ
ャリア周波数オフセット(CFO)についても、受信側のデジタル信号処理にて、シンプルなア
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ルゴリズムにより CFO 補償を実現する⼿法を新たに提案し、実機により実証した。提案⼿
法を⽤いることで、-12~+14 GHzという、従来⽅式よりも格段に広い CFO 補償範囲を達成
した。これにより、加⼊者装置の光送受信器において、従来の PONシステムと同等レベル
の経済性を担保しつつ、デジタルコヒーレント伝送技術を応⽤することで、広域光アクセス
システムに必要とされる 50 dB以上のロスバジェットが実現可能となった。 

第５章では、マルチサービスを収容する広域光アクセスネットワークとしてエラスティッ
ク光アグリゲーションネットワーク(EλAN)を提案し、実機による検証結果について述べた。
EλAN では、デジタルコヒーレント伝送技術と OFDM ⽅式を組み合わせることで、広域化
に必要なロバジェットの改善だけでなく、様々なサービス要件に対応可能な⾼い柔軟性を
実現した。また、実機検証では、EλANにおける災害時のファイバ断を想定した故障発⽣時
の冗⻑システムへの切替動作の検証を⾏い、最適な経路や冗⻑システムを⾃動で選定する
切替動作を世界で初めて実証する。切替動作により、伝送距離が 20 kmから 40 kmに延伸
するため、QPSKや 16-QAMといった変調⽅式を柔軟に変更することで、通信品質を落とさ
ず 10秒以内に復旧できることを⽰した。 

第 6章では、光-電気-光変換処理を極⼩化した APNというさらに将来のマルチサービスを
収容する広域光ネットワークにおいて、ユーザ装置の監視・制御を可能とする電気処理が不
要かつ、サービス種別や、デジタルコヒーレント⽅式含む特定の伝送⽅式、プロトコルに依
存しない遠隔監視制御⽅式およびシステム構成について提案し、end-to-endで光直結された
ユーザ装置間で、主信号に影響を与えることなく経路中で制御信号の監視・挿⼊が可能であ
ることを実機により実証した。本提案⼿法を⽤いることで、ユーザ信号のプロトコルに依存
することなく、ユーザ装置の遠隔での監視制御が可能となる。 

以上のように本研究では、デジタルコヒーレント技術を⽤いることで、光アクセスシステ
ムの抜本的な⻑延化・多分岐化だけでなく、⾼い柔軟性と経済性も同時に実現することが可
能であることを、実機実証を通して⽰した。また、伝送速度や伝送遅延などの要求条件、伝
送⽅式が異なる多種多様ネットワークサービスを単⼀のネットワークシステムで収容可能
な新たなネットワークシステムを⽬指し、デジタルコヒーレント技術を応⽤した広域光ア
クセスシステムを提案し、実機実証を通じてその有効性を⽰した。 
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